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1 

 

序 計画の策定にあたって 

 

（１）計画策定の趣旨 

本市では、平成21(2009)年３月に「住みなれた地域で安心して暮らせる交流
ふれあい

のまち 成

田」を基本理念として『成田市総合保健福祉計画』を策定、さらに平成27(2015)年３月に

は地域福祉として保健福祉施策を横断的に取り組む施策をとりまとめたものとして改定を行

い、計画に沿った事業を展開しながら、保健福祉の向上を図ってきました。 

その間、我が国では、社会的な孤立や貧困問題の社会課題化、ダブルケア*1、8050問題*2

など個人が抱える生きづらさやリスクが複雑化・多様化してきており、従来の社会保障の仕

組みでは十分に対応できないケースの増加が大きな課題となっています。加えて、人口減少、

高齢化の進行や血縁・地縁・社縁といった共同体の希薄化により、地域福祉を担う人の負担

増や人材不足も大きな課題となっています。 

これらのことを受け、「市民の一人ひとりが地域の中で生きがいや役割を持ち、助け合いな

がら暮らしていくことのできる地域社会」として『地域共生社会』の実現を目指していくこ

ととし、関連各法の改正が行われてきました。 

本計画は、この「地域共生社会」構築の動向を踏まえ、成田市に住む全ての市民が安心し

て医療・保健・福祉のサービスを利用し、自分が望む、自分らしい生活を送ることができる

よう、保健福祉関連施策を総合的かつ計画的に進めるために策定するものです。 

*1「ダブルケア」とは、育児と介護を同時期に担うことです。 

*2「8050問題」とは、80歳代の親が50歳代のひきこもりの子どもと生活し、社会的孤立、生活困窮などの

課題を抱える社会問題のことです。 

 

■地域共生社会のイメージ図 

 

資料：厚生労働省「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会」より 
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■近年の我が国の保健福祉施策の動向 

 

地域福祉 

○地域共生社会実現本部の設置 ［平成２８ (２０１６)年] 

⇒地域共生社会の実現を加速 

○ニッポン一億総活躍プラン（平成２８年） 

⇒支え手・受け手の関係を超えた、誰もが活躍できる地域共生社会の実現 

○成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成２８年） 

⇒利用者の権利が守られるとともに、メリットを実感できる制度・運用の改善 

○市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画の策定ガイドライン   

［平成２９ (２０１７)年] 

⇒①地域における高齢者の福祉、障がい者の福祉、児童の福祉その他の福祉に

関し、共通して取り組むべき事項 

②地域における福祉サービスの適切な利用の促進に関する事項 

③地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

④地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

⑤包括的な支援体制の整備に関する事項 

〇社会福祉法の改正［平成３０(２０１８)年] 

⇒包括的な支援体制を整備することが努力義務化 

障がい者 

福祉 

○障害者差別解消法施行・改正障害者雇用促進法施行（平成２８年） 

⇒障がいを理由とする不当な差別的取り扱いの禁止、合理的配慮提供の促進 

○障害者基本計画（第４次）開始 

⇒当事者本位の総合的で分野横断的な支援・「心のバリアフリー」の推進 

○障害者文化芸術推進計画開始［令和元(２０１９)年] 

高齢者 

福祉 

○次期（第８期）制度改正に向けた検討事項（令和元年） 

⇒ １．介護予防・健康づくりの推進（健康寿命の延伸） 

 ２．保険者機能の強化（地域の繋がり機能・マネジメント機能の強化） 

 ３．地域包括ケアシステムの推進（多様なニーズへの対応） 

 ４．認知症「共生」・「予防」の推進 

 ５．持続可能な制度の再構築・介護現場の革新 

健康 

○「健康日本２１（第２次）」開始［平成２５(２０１３)年] 

⇒健康寿命の延伸及び健康格差の縮小の実現 

○新たな自殺総合対策大綱の閣議決定（平成２９年） 

⇒生きることの阻害要因を減らし、生きることの促進要因を増やす 

その他 

○地域の実情に合った総合的な福祉サービスの提供に向けたガイドライン 

                             （平成３０年） 

⇒対象者にかかわらず、包括的・総合的に支援する仕組みの構築 

○防災基本計画の修正（平成３０年） 

⇒「逃げ遅れゼロの実現」等の追加 
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（２）計画の性格・位置づけ 

本計画は次のような性格を持っています。 

○本計画は、社会福祉法第107条に基づく「地域福祉計画」、障害者基本法第11条第３項

に基づく「障害者計画」、成年後見制度利用促進法第14条第1項に基づく「基本的な計画」

として位置づけます。 

○本計画は、国の「子ども・子育てビジョン」及び「健康日本21（第２次）」を踏まえて策

定しています。 

○本計画は、上位計画の成田市総合計画「NARITAみらいプラン」をはじめ、関連する本

市の他の計画との整合性を図り策定しています。 

○本計画は、本市の保健福祉推進の目標であると同時に、すべての市民が健康づくりや福

祉の問題について論議を深め、家庭、学校、地域社会、団体、企業、行政等が一体となっ

て取り組みを進めるための指針として位置づけられるものです。 

○本計画は、保健福祉にかかわる施策を体系化し、保健・医療・福祉、教育、労働、まちづ

くり等のさまざまな分野にわたり、総合的に展開を図るものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

計画の位置づけ（イメージ） 

保健・福祉分野の個別計画 

ＮＡＲＩＴＡみらいプラン 

成田市総合保健福祉計画 

児童福祉分野 健康分野 

高齢者福祉分野 

 

地域福祉分野 

（地域福祉計画） 

（成年後見制度利用促進基本計画） 

障がい者福祉分野 

（障害者計画） 

成
田
市
介
護
保
険
事
業
計
画 

成
田
市
障
が
い
福
祉
計
画  

成
田
市
健
康
増
進
計
画 

整合 
連携 

整合 
連携 

成田市学校教育振興基本計画 

成田市生涯学習推進計画 

成田市男女共同参画計画 
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（３）計画の期間 

 本計画は、令和３年度を初年度とし、令和８年度までの６年計画とします。 
 

 

  令 和   

３年度 

(2021) 

４年度 

(2022) 

５年度 

(2023) 

６年度 

(2024) 

７年度 

(2025) 

８年度 

(2026) 
       

成田市総合保健福祉計画 本計画期間 

       

成田市子ども・子育て支援事業計画 第２期計画（５年計画） (第３期) 

       

成田市介護保険事業計画 第８期計画 第９期計画 

       

成田市障がい福祉計画 第６期計画 第７期計画 

       

成田市障がい児福祉計画 第２期計画 第３期計画 

       

成田市健康増進計画 第１期計画（令和８年度まで） 

 

（４）計画の策定体制 

 本計画は、市民アンケートを通じて現状を把握し、学識経験者、関係団体、市民で組織さ

れた成田市保健福祉審議会、成田市総合保健福祉計画等策定委員会等において計画案の検討

を行いました。庁内の検討においては、第6期成田市障がい福祉計画・第2期成田市障がい児

福祉計画、第8期成田市介護保険事業計画の策定と併せ、また、他の保健福祉分野の計画等と

整合を図りながら議論を進めました。 

 

◆策定の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

  

統計等の把握 

市民アンケート調査 

・現状や課題の整理 
・取り組みの検討 

成田市総合保健福祉計画 

【令和3年度～令和8年度】 

成田市保健福祉審議会、成田市総合保健福祉計画等策定委

員会での検討 
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第１部 成田市の保健・福祉に関する現況と課題 

第１章 市全体の状況 

（１）人口 

①人口・年齢階層別人口 

本市の人口は近年増加し続けており、令和２(2020)年には133,161人となっています。 

また、５歳階級別の人口ピラミッド図を県と比較すると、20代が多いことが特徴となっ

ています。 

 

■総人口の推移（各年３月末現在） 

 
資料：住民基本台帳 

■５歳階級別人口による県との比較（令和２年４月１日現在） 

 

資料：千葉県 

131,564
131,901

132,409

132,943 132,883
133,161

130,000

131,000

132,000

133,000

134,000

平成27

(2015)年
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(2019)年

令和２

(2020)年

単位：人
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6,333
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9,521

8,676
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348

57

04,0008,00012,000

０～４歳
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55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90～94歳

95～99歳

100歳以上

231,316

255,969

269,436

288,224

332,615

332,836

351,104

391,526

447,003

526,653

454,056

381,580

350,176

403,607

448,072

367,891

252,075

150,237

66,433

17,805

2,752

0 200,000 400,000 600,000

単位：人 

（成田市） （千葉県） 
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②自然動態の状況 

平成30(2018)年までは出生数が死亡数を超過して人口の増加要因となっていましたが、

出生数は年々減少し続け、平成31(2019)年からは逆転して死亡数が上回っています。 

 

■出生数と死亡数の推移(各年３月末現在) 

 

資料：住民基本台帳  

 

③社会動態の状況 

転入数及び転出数は年々増加し続けていますが、いずれの年も転入数が転出数を超過して

おり、人口増加の要因となっています。 

 

■転入数と転出数の推移(各年３月末現在) 

 

資料：住民基本台帳  

  

1,266
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（２）世帯 

世帯数は近年増加し続けている一方、１世帯あたり人員は減少し続けており、令和２年

(2020)年時点では2.1人/世帯となっています。 

 

■世帯数及び１世帯あたり人員の推移(各年３月末現在) 

 

資料：住民基本台帳 

  

58,217 59,298 60,499 61,659 62,582 63,636

2.3
2.2 2.2 2.2

2.1 2.1
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第２章 地域の状況 

（１）地区別人口・世帯数 

令和２(2020)年３月末現在の各地区別人口をみると、公津地区が32,550人で最も多く、

次いでニュータウン地区が31,810人、成田地区が20,640人となっています。 

年少人口（0～14歳）割合をみると、久住地区が21.6％で最も高く、高齢化率では豊住

地区が42.7％で最も高くなっています。 

１世帯人員では成田地区と遠山地区で２人を下回っています。 

 

■地区別人口・世帯数の状況（令和２年３月末現在） 

 
 

 

 

資料：住民基本台帳 

  

成田地区 

人  口：20,640人 

年少人口割合：11.4％ 

高齢化率：20.2％ 

１世帯人員：1.86人 

ニュータウン地区 

人  口：31,810人 

年少人口割合：12.5％ 

高齢化率：26.6％ 

１世帯人員：2.10人 

遠山地区 

人  口：19,582人 

年少人口割合：13.0％ 

高齢化率：17.2％ 

１世帯人員：1.88人 

大栄地区 

人  口：11,776人 

年少人口割合：8.8％ 

高齢化率：33.0％ 

１世帯人員：2.31人 

中郷地区 

人  口：1,218人 

年少人口割合：8.1％ 

高齢化率：41.3％ 

１世帯人員：2.44人 

久住地区 

人  口：5,057人 

年少人口割合：21.6％ 

高齢化率：20.9％ 

１世帯人員：2.64人 

下総地区 

人  口：6,566人 

年少人口割合：8.9％ 

高齢化率：37.4％ 

１世帯人員：2.30人 

豊住地区 

人  口：1,705人 

年少人口割合：6.0％ 

高齢化率：42.7％ 

１世帯人員：2.32人 

八生地区 

人  口：3,257人 

年少人口割合：9.8％ 

高齢化率：37.5％ 

１世帯人員：2.29人 

公津地区 

人  口：32,550人 

年少人口割合：16.6％ 

高齢化率：15.7％ 

１世帯人員：2.19人 
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第３章 子どもと子育て家庭の現状 

（１）子どもの人口 

①子どもの人口、ひとり親世帯数の推移 

18歳未満の人口は年々減少を続けており、令和2(2020)年には21,093人、総人口比で

は15.8％となっています。 

ひとり親世帯の数は、母子・父子家庭のいずれも減少傾向にあり、令和2年は1,223世帯

となっています。 

 

■子どもの人口の推移（各年３月末現在） 

 
資料：住民基本台帳 

 

■ひとり親家庭世帯数の推移（各年４月１日現在） 

 

資料：子育て支援課 
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（２）教育・保育施設の利用状況 

①保育園・幼稚園利用の状況 

保育園児童数は年々増加傾向にあり、令和2(2020)年は2,747人の利用となっています。

一方、幼稚園児童数は年々減少の傾向にあります。 

 

■保育園児童数、幼稚園児童数の推移 

（保育園は各年４月１日現在、幼稚園は各年５月１日現在） 

 

資料：保育課 

 

②児童ホームの利用状況（各年５月１日現在） 

児童ホームは年々増加しており、令和2年には34ヵ所となっています。また、利用児童数

も合わせて増加しており、令和2年には1,512人の利用となっています。 

 

■児童ホーム数等の推移 

 

資料：保育課  
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（３）家庭児童相談の状況 

児童福祉の向上を図るため、専門的立場から家庭における児童養育等についての相談を受

けています。家庭児童相談室における新規相談人数は年々増加しており、なかでも虐待相談

人数の増加が顕著となっています。 

 

■家庭児童相談室相談人数の推移 

 

資料：子育て支援課 

 

（４）母子保健の状況 

①母親学級 

母性と健やかな子どもの育成を図るため、健康管理などの情報提供を行い、不安の軽減を

図るとともに、安心して分娩に臨めるようにします。 

母親学級の受講者数は近年、100～170人の間で推移しています。また、妊娠届や初妊

婦数は年度により増減があるもの、ゆるやかな減少傾向がみられます。 

 

■母親学級受講者数等の推移 

 

資料：健康増進課 

  

305 304

359 374

447 426

169 178
221

244

301 305

0

100

200

300

400

500

600

平成26

(2014)年度

平成27

(2015)年度

平成28

(2016)年度

平成29

(2017)年度

平成30

(2018)年度

令和元

(2019)年度

単位：人 新規相談人数 うち虐待相談人数

1,325
1,270

1,147
1,234

1,017 988

631 612 563
627

542 500

195 170 157 177 156 1000

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平成26

(2014)年度

平成27

(2015)年度

平成28

(2016)年度

平成29

(2017)年度

平成30

(2018)年度

令和元

(2019)年度

単位：人 妊娠届 初妊婦数 受講者数



12 

第４章 高齢者の現状 

（１）高齢者人口と世帯 

①高齢者人口 

高齢者数は前期高齢者、後期高齢者のいずれも増加しており、令和2(2020)年には

30,638人となっています。 

高齢化率は年々上昇しているものの、国や県に比べて低い水準で推移しています。 

 

■年齢別高齢者数の推移（各年３月末現在） 

 
資料：住民基本台帳 

 

■高齢化率の推移（市は各年３月末現在、国・県は各年４月１日現在） 

  
資料：住民基本台帳(市)、千葉県市町村別高齢者人口(県)、総務省人口推計(国)より  
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②高齢者世帯 

高齢者世帯*は、高齢者単身世帯と高齢者世帯いずれも増加をし続けており、令和２

(2020)年には高齢者単身世帯が1,632世帯、高齢者世帯が5,669世帯となっています。 

 

■高齢者世帯数の推移（各年３月末現在） 

 

 *高齢者世帯とは、65歳以上の方のみで構成された2名以上の世帯をいいます。 

資料：高齢者福祉課 

 

（２）要介護認定者 

要介護認定者数は、年々増加し続けており、令和２年には4,264人となっています。また、

要介護１から要介護３の中度の認定者数が多くなっており、増加も顕著となっています。 

 

■要介護認定者の推移（各年３月末現在） 

 
資料：介護保険事業状況報告 
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（３）生きがいづくり・社会参加 

①高齢者クラブ 

高齢者クラブは、概ね60歳以上の方を対象に、老後の生活を健全で豊かなものにし、高

齢者福祉の増進を図ることを目的に設立されたもので、教養講座の開催、健康増進のための

活動、社会奉仕活動などを行っています。 

高齢者クラブの団体数は年々、減少し続けており、令和元(2019)年度現在で、83団体と

５年で10団体ほどの減少となっています。また、団体数の減少に合わせて加入者数も減少

傾向にあり、令和元年度は4,272人となっています。 

 

■高齢者クラブ団体数・加入者数の推移 

 
資料：高齢者福祉課 

②シルバー人材センター 

シルバー人材センターは地域社会と連携して、高齢者の知識・経験・能力を活かせる仕事

を一般家庭、民間企業、公共機関等から受注し、それらの仕事を高齢者に組織的に提供する

高齢者の自主的な団体で、知事から許可された公益社団法人です。 

シルバー人材センターの会員数は平成29（2017）年度まではゆるやかな増加をみせて

いましたが、平成30（2018）年度には一旦469人に減少し、令和元年度には再び478人

に増加しています。 

■シルバー人材センター会員数の推移 

 

資料：高齢者福祉課 
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第５章 障がいのある人の現状 

（１）障害手帳所持者数の推移 

①身体障害者手帳所持者数 

身体障害者手帳所持者数はゆるやかに増加していましたが、令和２(2020)年には3,261

人と減少しています。また、内訳では肢体不自由が1,708人で最も多く、次いで内部障がい

が1,083人となっています。 
 

■身体障害者手帳所持者の推移（各年３月末現在） 

 

資料：障がい者福祉課 

②療育手帳所持者数 

療育手帳所持者数は増加し続けており、令和２年には973人となっています。内訳では、

特に軽度の増加が顕著となっています。 
 

■療育手帳所持者の推移（各年３月末現在） 

 

                              資料：障がい者福祉課  
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③精神障害者保健福祉手帳所持者数 

精神障害者保健福祉手帳所持者数は増加し続けており、令和２(2020)年には1,216人と

なっています。 

 

■精神障害者保健福祉手帳所持者の推移（各年３月末現在） 

 
資料：千葉県精神保健福祉センター 

 

 

 

  

883
944

1,016
1,084

1,147 1,216

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平成27

(2015)年

平成28

(2016)年

平成29

(2017)年

平成30

(2018)年

平成31

(2019)年

令和2

(2020)年

単位：人



17 

第６章 地域福祉の現状 

（１）民生委員・児童委員 

民生委員・児童委員は、民生委員法及び児童福祉法に基づき、地域社会の福祉増進を図る

ため、各区域に配置されている民間の奉仕者で、地域住民の福祉相談や社会福祉行政への協

力活動を行っています。現在213名の民生委員・児童委員(主任児童委員19名を含む)がそ

れぞれ担当地域を受け持ち、個別援助活動をしております。 

民生委員・児童委員の活動日数や訪問回数は、平成29年(2017)度までは増加傾向にあり

ましたが、平成30(2018)年度からは減少に転じています。 

 

■民生委員・児童委員の活動状況 

 

資料：社会福祉課                               

（２）生活保護の状況 

生活保護の被保護世帯数及び人員数は年々減少し続けており、保護率も減少し、県の水準

よりも低く推移しています。 

 

■生活保護の状況 

 

資料：社会福祉課   
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（３）成田市社会福祉協議会の状況 

成田市社会福祉協議会は、地域の住民が主体となり福祉関係者及び団体の参加を得て、

その地域の問題を法律や制度にしばられることなく、みんなで話し合い協力しあって、自

主的に地域福祉を推進していくことを目的とした民間組織です。 

① ボランティアの状況 

ボランティア活動を促進するため、成田市社会福祉協議会内にボランティアセンターを

設置し、運営を行っております。 

ボランティアセンターの登録者数や参加者数は、年度による増減を繰り返しており、令

和元(2019)年度はグループ登録者数1,626人、参加人員は1,041人となっています。個

人による登録は191人、参加者数は123人となっています。 

 

■グループ登録によるボランティア活動登録者と活動実績 

 
資料：社会福祉協議会 

 

■個人登録によるボランティア活動登録者と活動実績 

 
 

資料：社会福祉協議会 
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②在宅福祉サービス事業（成田おたすけ隊、なりたファミリー・サポート・センター）の状況 

成田おたすけ隊は、相互扶助の精神を基調とする市民の参加協力による家事援助を中心と

した適正で低廉な料金の在宅福祉サービスを提供しています。登録会員数は、平成28

（2016）年度まで減少しておりましたが、平成29(2017)年度は増加に転じています。ま

た、延べ利用件数は、平成30(2018)年度から増加に転じています。 

なりたファミリー・サポート・センターは、安心して子育てができる地域社会を目指して、

「困ったときはお互いさま」の精神を持った市民の参加協力により、子育て支援を中心とし

たサービスを提供しています。登録会員数は増加傾向にありますが、延べ利用件数は増減を

繰り返して推移しています。 
 

■成田おたすけ隊の登録会員数と利用件数 

 
資料：社会福祉協議会 

■なりたファミリー・サポート・センターの登録会員数と利用件数 

 
資料：社会福祉協議会 
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③地区社会福祉協議会の状況 

本市には、市内に16の地区社会福祉協議会が設置され、独居高齢者ふれあい訪問等サー

ビス事業（市委託事業）やふれあいいきいきサロン等の事業を実施しています。 

（令和元年度実績） 

 事 業 名 

 独 居 高 齢

者 ふ れ あ

い 訪 問 等

サ ー ビ ス

事業 

ふれあい

いきいき

サロン事

業 

地区 

敬老会 

広報紙 

の発行 
その他 

成田 ○ ○ ○ ○ 
・施設見学研修 

・小中学生の福祉体験学習 等 

公津 ○ ※１ ※2 ○ 
・医学講座 

・小中学生の福祉体験学習 等 

八生 ○ ○ ○ ○ 
・茶話会 

・移動ふれあいサロン 等 

中郷 ○ ※１ ※2 ○ 

・独居高齢者、寝たきり高齢者慰問品 

配布  

・施設見学 等 

久住 ○ ○ ○ ○ 
・独居高齢者への歳末慰問 

・小中合同避難訓練 等 

豊住 ○ ○ ○ ○ 
・茶話会 

・独居高齢者日帰り旅行 等 

 
遠山 ○ ○ ※2 ○ 

・独居高齢者歳末慰問品配布 

・施設見学 等 

吾妻・は

なのき台 
○ ※１ ○ ○ 

・独居高齢者日帰りバス旅行 

・ウニクス共同事業 等 

加良部 ○ ○ ○ ○ 
・独居高齢者日帰りバス旅行  

・料理教室 等 

玉造 ○ ○ ○ ○ 
・いきいき百歳体操 

・茶話会 等 

橋賀台 ○ ○ ※2 ○ 
・体験教室 

・日帰り親睦会 等 

中台 ○ ○ ○ ○ 
・ふれあい食事会 

・福祉教育事業 等 

大利根 ○ ○ ○ ○ 
・茶話会 

・独居高齢者日帰りバス旅行 等 

小御門 ○ ○ ○  
・防犯ボランティア活動 

・昔のあそび交流 等 

大須賀 ○ ○ ※2  
・グラウンドゴルフ交流会 

・独居高齢者へ花鉢の配布 等 

昭栄 ○  ※2  
・しめ縄づくりで小学生と交流会 

・グラウンドゴルフ大会 等 

※1は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点により中止 

※2は台風、大雨等により中止 

資料：社会福祉協議会 
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第７章 市民アンケート調査結果概要 

（１）調査の実施概要 

①調査の目的 

「成田市総合保健福祉計画」、「第６期成田市障がい福祉計画」及び「第８期成田市介護保

険事業計画」を策定するため、本市に居住する一般市民、障がい者、一般高齢者、要介護認

定高齢者に対して、保健・福祉に対する意識及び保健・福祉サービスのニーズなどを把握し、

計画策定の基礎資料とするために実施しました。 

 

②調査の種類と方法 

調査種別 調査対象者及び抽出方法 

① 一般市民 市内在住の20歳以上65歳未満の市民（無作為抽出） 

② 障がい者 
本市に居住する65歳未満の身体障害者手帳所持者、療育手帳所持

者、精神障害者保健福祉手帳所持者、難病認定者 

③ 一般高齢者 
本市に居住する65歳以上の要介護認定を受けていない高齢者（無

作為抽出） 

④ 要介護認定高齢者 
本市に居住する65歳以上で要介護・要支援認定を受けている高齢

者 

 

③回収結果 

調査種別 配布数 有効回収数 有効回収率 

① 一般市民 1,500件 518件 34.5％ 

② 障がい者 2,879件 1,235件 42.9％ 

③ 一般高齢者 3,997件 2,577件 64.5％ 

④ 要介護認定高齢者 438件 438件 - 

合計（①～③） 8,376件 4,330件 51.7％ 

※④要介護認定高齢者は調査実施方法が異なるため、合計には含んでいません。 

 

④結果の見方 

●図表中の「ｎ（number of case）」は、集計対象者総数（あるいは回答者限定設問の

限定条件に該当する人）を表しています。 

●回答結果の割合「％」は有効サンプル数に対して、それぞれの回答数の割合を小数点以

下第２位で四捨五入したものです。そのため、単数回答であっても合計値が100.0％

にならない場合があります。 

●市民アンケート調査の中に記載されている「前回」とは、平成25(2013)年11月に実

施された「成田市総合保健福祉計画策定のための市民アンケート調査」を表していま

す。介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調査及び障害福祉に関するアン

ケート調査の中に記載されている前回とは、平成29(2017)年に実施された調査とな

ります。 
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（２）調査結果の概要 

①住まいの形態と地区別の状況【一般市民】 

住まいについてみると、「一戸建て持ち家（家族名義を含む）」が58.1％と最も多く、次

いで「賃貸マンション・アパート」が15.4％となっています。 

地区別にみると、成田地区、公津地区、遠山地区、ニュータウン地区といった市南部では、

「分譲マンション（家族名義を含む）」や「賃貸マンション・アパート」といった集合住宅

の割合が多くなっています。 

 

 

②近所づきあいと地区別の状況【一般市民】 

近所の人とのつきあいについてみると、「顔を合わせれば、あいさつをする」が72.4％と

最も多くなっています。 

地区別にみると、成田地区、公津地区、遠山地区では、「ほとんど顔も知らない」が１割

台の回答となっています。 
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ョ
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を
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ョ
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ア

パ
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県

営
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市

営

住

宅

公

団

・

公

社

の

賃

貸

住

宅 社

宅

・

公

務

員

住

宅

・

社

員

寮

そ

の

他

無

回

答

518     58.1 12.4 1.5 15.4 1.5 3.7 2.5 0.2 4.6

成田地区 155     45.8 14.2 3.9 22.6 3.2 3.9 6.5 0.0 0.0

公津地区 96      60.4 14.6 0.0 21.9 0.0 0.0 3.1 0.0 0.0

八生地区 7        85.7 0.0 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

中郷地区 3        66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

久住地区 29      96.6 0.0 3.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

豊住地区 8        100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

遠山地区 48      66.7 0.0 0.0 31.3 2.1 0.0 0.0 0.0 0.0

ニュータウン地区 97      48.5 27.8 0.0 5.2 2.1 13.4 0.0 1.0 2.1

下総地区 21      95.2 0.0 4.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

大栄地区 30      96.7 0.0 0.0 3.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

％

現在、あなたのお住まいは次のどれですか。
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家
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行
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来

す
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そ

の

他

無

回

答

518     9.8 2.7 72.4 0.6 4.1 0.8 5.0 0.4 4.2

成田地区 155     13.5 5.2 74.8 1.3 3.9 0.0 1.3 0.0 0.0

公津地区 96      14.6 0.0 74.0 0.0 2.1 1.0 7.3 1.0 0.0

八生地区 7        0.0 0.0 85.7 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0 0.0

中郷地区 3        0.0 33.3 0.0 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0

久住地区 29      3.4 0.0 86.2 0.0 3.4 0.0 6.9 0.0 0.0

豊住地区 8        0.0 12.5 87.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

遠山地区 48      16.7 2.1 75.0 0.0 4.2 0.0 2.1 0.0 0.0

ニュータウン地区 97      6.2 2.1 77.3 0.0 5.2 2.1 7.2 0.0 0.0

下総地区 21      0.0 4.8 71.4 0.0 4.8 0.0 19.0 0.0 0.0

大栄地区 30      0.0 0.0 76.7 3.3 6.7 3.3 6.7 3.3 0.0

％

あなたは、普段ご近所の人とどの程度のつきあいをしていますか。

全体

居

住
地

区
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③地域の中の問題点と地区別の状況【一般市民】 

住んでいる地域の中でどのようなことが問題だと思うかについてみると、「緊急時の対応

体制がわからない」が27.2％と最も多く、次いで「特にない」が25.7％、「交通マナーの乱

れ」が19.5％となっています。 

地区別にみると、大栄地区では「高齢者だけの世帯の支援がなされていない」が30％と

なっているほか、大栄地区や下総地区で「緊急時の対応体制がわからない」が４割台となっ

ています。また、成田地区、遠山地区やニュータウン地区といった市南部の地区では「交通

マナーの乱れ」が２割台となっています。 

 

 

④成年後見制度の認知度と利用意向【一般市民】 

成年後見制度の認知度についてみると、「利用はしていないが、聞いたことがある程度」

が46.3％と最も多く、次いで「知らない」が40.7％となっています。 

成年後見制度の利用意向についてみると、「今はわからない」が52.3％と最も多く、次い

で「必要になれば利用したい」が36.7％、「利用したいとは思わない」が3.9％となってい

ます。 

■認知度 
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無

回

答

518     11.2 27.2 6.4 19.5 11.8 4.6 5.8 18.7 12.7 5.0 3.9 6.2 25.7 3.7

成田地区 155     15.5 23.9 7.7 23.9 11.0 2.6 3.2 21.9 12.3 5.2 4.5 5.8 26.5 3.2

公津地区 96      3.1 31.3 7.3 14.6 13.5 5.2 1.0 12.5 7.3 4.2 1.0 6.3 30.2 7.3

八生地区 7        0.0 42.9 0.0 0.0 0.0 14.3 14.3 14.3 0.0 14.3 0.0 14.3 14.3 14.3

中郷地区 3        33.3 0.0 33.3 66.7 33.3 0.0 0.0 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

久住地区 29      10.3 20.7 3.4 13.8 10.3 6.9 3.4 17.2 13.8 3.4 0.0 3.4 34.5 0.0

豊住地区 8        12.5 25.0 0.0 12.5 25.0 12.5 12.5 0.0 25.0 12.5 12.5 0.0 25.0 0.0

遠山地区 48      12.5 33.3 8.3 27.1 25.0 4.2 10.4 18.8 14.6 4.2 6.3 6.3 20.8 0.0

ニュータウン地区 97      13.4 22.7 2.1 22.7 4.1 5.2 6.2 19.6 14.4 6.2 7.2 7.2 20.6 3.1

下総地区 21      4.8 42.9 9.5 9.5 14.3 4.8 4.8 14.3 19.0 0.0 0.0 14.3 14.3 4.8

大栄地区 30      3.3 40.0 3.3 10.0 13.3 10.0 30.0 23.3 13.3 3.3 3.3 0.0 23.3 3.3

％

全体

居
住

地

区

現在、あなたの住んでいる地域の中で、どのようなことが問題だと思われますか。

0.4 

0.4 

8.7 

8.7 

46.3 

45.2 

40.7 

43.6 

3.9 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（n=518）

前回（n=527）

利用している（していた） 利用はしていないが、利用の仕方は知っている

利用はしていないが、聞いたことがある程度 知らない

無回答
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■利用意向 

 
 

⑤成年後見制度の必要性【障がい者】 

成年後見制度の必要性についてみると、全体では「わからない」が56.6％と最も多く、

次いで「感じている」が21.7％、「感じていない」が15.4％となっています。 

所持手帳別と難病の有無別についてみると、すべての場合において「わからない」が多く

なっています。 

 

  

2.9 

36.7 

3.9 

52.3 

0.8 

3.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（n=518）

すぐに利用したい 必要になれば利用したい 利用したいとは思わない

今はわからない その他 無回答

21.7 

20.2 

31.8 

21.2 

23.6 

15.4 

19.0 

9.4 

15.8 

17.3 

56.6 

53.4 

51.6 

58.7 

54.1 

6.3 

7.5 

7.2 

4.4 

5.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,235)

身体（n=506)

療育（n=318)

精神（n=387)

難病（n=220)

感じている 感じていない わからない 無回答
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⑥「地域包括ケアシステム」の認知度【一般高齢者・要介護認定高齢者】 

「地域包括ケアシステム」を知っているかについてみると、全体では「ほとんど知らない」

が36.0％と最も多く、次いで「全く知らない」が29.9％、「ある程度知っている」が27.1％

となっています。 

要介護認定高齢者では、「全く知らない」が32.6％と最も多く、次いで「ある程度知って

いる」が29.5％、「ほとんど知らない」が26.0％となっています。 

 

■一般高齢者 

 

■要介護認定高齢者 

 

  

4.0 

3.6 

4.5 

4.7 

4.5 

3.2 

4.8 

1.8 

27.1 

25.2 

29.0 

23.6 

26.9 

29.0 

30.5 

29.0 

36.0 

35.6 

36.1 

34.8 

35.9 

36.3 

36.6 

36.6 

29.9 

33.5 

26.7 

35.8 

30.6 

27.2 

24.5 

25.9 

3.0 

2.2 

3.7 

1.2 

2.1 

4.3 

3.6 

6.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2,577)

男性（n=1,234)

女性（n=1,283)

65～69歳（n=687)

70～74歳（n=713)

75～79歳（n=562)

80～84歳（n=331)

85歳以上（n=224)

よく知っている ある程度知っている ほとんど知らない

全く知らない 無回答

9.8 29.5 26.0 32.6 2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=396）

よく知っている ある程度知っている ほとんど知らない

全く知らない 無回答
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⑦障がいがあることで嫌な思いした経験と経験した場所【障がい者】 

障がいがあることで差別や嫌な思いをする（した）経験についてみると、全体では「ない」

が41.1％と最も多く、次いで「少しある」が27.0％、「ある」が26.2％となっています。 

所持手帳別と難病の有無別についてみると、〔身体〕〔難病〕では「ない」、〔療育〕では「少

しある」、〔精神〕では「ある」がそれぞれ多くなっています。 

 

⑧家族不在や一人暮らしの場合に近所に助けてくれる人の有無【障がい者】 

家族が不在の場合や一人暮らしの場合、助けてくれる人についてみると、全体では「いな

い」が40.9％と最も多く、次いで「わからない」が28.9％、「いる」が24.4％となってい

ます。 

所持手帳別と難病の有無別についてみると、すべての場合において「いない」が多くなっ

ています。 

 

  

26.2 

24.3 

28.3 

38.0 

12.7 

27.0 

29.1 

32.7 

25.3 

27.3 

41.1 

40.1 

32.1 

31.5 

55.5 

5.7 

6.5 

6.9 

5.2 

4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,235)

身体（n=506)

療育（n=318)

精神（n=387)

難病（n=220)

ある 少しある ない 無回答

24.4 

27.1 

18.9 

21.2 

31.8 

40.9 

37.4 

41.5 

48.6 

35.9 

28.9 

28.7 

32.7 

25.6 

27.7 

5.8 

6.9 

6.9 

4.7 

4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,235)

身体（n=506)

療育（n=318)

精神（n=387)

難病（n=220)

いる いない わからない 無回答
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⑨成田市の保健福祉で特に重要なこと【一般市民】 

成田市の保健福祉について、今後特に重要であると思うものについてみると、「交通の利

便性確保」が41.9％と最も多く、次いで「災害時の避難誘導体制の整備」が36.9％、「何で

も相談できる窓口をつくるなど相談体制」が36.3％となっています。 

地区別にみると、下総地区や大栄地区で「交通の利便性」が６割台となっています。 
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す
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情
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宅
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の
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福
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ス 高
齢

者

、
障

が
い
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児
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設

サ
ー

ビ
ス

安
心
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て
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ど
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生

み
育

て
ら
れ

る
子
育

て

環
境

518     20.8 15.3 14.5 18.7 17.4 19.7 36.3 24.1 28.4 30.1 34.9

成田地区 155     21.9 20.6 19.4 23.9 19.4 25.2 32.9 23.2 27.7 31.6 38.1

公津地区 96      15.6 12.5 12.5 24.0 17.7 16.7 32.3 19.8 20.8 27.1 36.5

八生地区 7        28.6 14.3 0.0 0.0 0.0 14.3 14.3 42.9 42.9 14.3 42.9

中郷地区 3        33.3 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0

久住地区 29      13.8 10.3 13.8 10.3 20.7 20.7 37.9 17.2 48.3 41.4 41.4

豊住地区 8        25.0 12.5 0.0 12.5 0.0 25.0 37.5 0.0 25.0 12.5 12.5

遠山地区 48      25.0 14.6 4.2 16.7 16.7 25.0 41.7 29.2 25.0 22.9 31.3

ニュータウン地区 97      21.6 11.3 11.3 16.5 14.4 15.5 43.3 32.0 24.7 35.1 33.0

下総地区 21      19.0 4.8 9.5 9.5 19.0 9.5 23.8 28.6 42.9 19.0 33.3

大栄地区 30      30.0 20.0 20.0 10.0 23.3 20.0 40.0 16.7 43.3 26.7 36.7

ｎ

健
康

診
断
や

健
康
教

育
な
ど

の

保
健

・
医
療

サ
ー

ビ

ス

サ
ー

ビ
ス
利

用
の
手

続
き
の

簡
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化

保
健

や
福
祉

の
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門

的
な
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の
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資
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向
上

災
害

時
の
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体
制
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域

と
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携
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活
動

福
祉

手
当
の
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給
な
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済

的
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援
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通

の
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便

性
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道
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の
段
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な

ど

、
バ

リ
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フ

リ
ー

化

働
く

意
欲
の

あ
る
人

へ
の
就

労

支
援

そ
の

他

無
回

答

518     25.3 34.0 19.3 36.9 19.9 24.7 41.9 25.3 29.2 1.5 7.3

成田地区 155     24.5 29.7 16.8 42.6 23.9 27.1 37.4 27.1 27.7 1.3 7.1

公津地区 96      34.4 30.2 21.9 35.4 15.6 16.7 37.5 20.8 27.1 1.0 10.4

八生地区 7        28.6 28.6 0.0 42.9 14.3 28.6 42.9 42.9 0.0 0.0 0.0

中郷地区 3        66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 33.3 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

久住地区 29      24.1 24.1 27.6 24.1 17.2 24.1 55.2 20.7 24.1 3.4 6.9

豊住地区 8        0.0 37.5 25.0 0.0 25.0 25.0 75.0 0.0 12.5 0.0 12.5

遠山地区 48      22.9 39.6 14.6 33.3 18.8 27.1 39.6 29.2 41.7 2.1 4.2

ニュータウン地区 97      20.6 41.2 22.7 36.1 19.6 22.7 36.1 26.8 34.0 1.0 5.2

下総地区 21      23.8 23.8 14.3 47.6 9.5 28.6 66.7 23.8 19.0 4.8 4.8

大栄地区 30      26.7 53.3 23.3 40.0 16.7 30.0 63.3 23.3 23.3 3.3 3.3

％

成田市の保健福祉について、今後特に重要であると思うものは何ですか。

全体

居
住

地
区

％

全体

居

住
地
区

成田市の保健福祉について、今後特に重要であると思うものは何ですか。
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⑩成田市の保健福祉で特に重要なこと【一般高齢者】 

成田市の保健福祉について、今後特に重要であると思うものについてみると、全体では「交

通の利便性確保」が40.5％と最も多く、次いで「自宅での生活を支援する在宅福祉サービ

ス」が34.2％、「何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制」が34.1％となっています。 

 

 

  

n

隣

近

所
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ど

の

理

解

や

協

力

に

よ

る

見

守

り

活

動

へ

の

支

援
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が
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・
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援
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を
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何
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き
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窓

口

を

つ
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ど
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行
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や

福
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宅

福

祉

サ
ー
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齢

者

、
障

が

い

の

あ

る
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、

児

童

の

施

設

サ
ー

ビ

ス

安

心

し

て

子

ど

も

を

生

み

育

て

ら

れ

る

子

育

て

環

境

2,577     25.7     11.9     15.9     13.9     14.4     10.4     34.1     20.5     34.2     23.5     22.4

男性 1,234     26.7     13.6     15.7     14.8     15.1     11.5     34.4     21.6     33.2     23.3     24.7

女性 1,283     25.3     10.4     16.4     13.1     13.8      9.6     34.2     19.5     35.4     23.9     20.2

65～69歳 687     26.2     12.4     13.8     16.9     16.2     10.6     32.8     22.1     35.2     23.6     27.4

70～74歳 713     26.1     11.8     16.0     16.1     14.6     10.0     33.5     20.2     35.1     23.6     24.0

75～79歳 562     23.7     11.6     16.5     10.5     13.2     13.2     34.5     21.5     34.7     25.1     19.6

80～84歳 331     26.6     12.7     18.1     12.4     14.5      8.5     38.4     16.9     32.0     20.8     18.1

85歳以上 224     30.4     11.2     18.8      8.9     11.6      8.5     34.8     19.6     31.7     24.6     15.6

n

健

康
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・
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サ
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サ
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携
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ど
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2,577     20.3     27.4     16.0     33.3     17.6     22.4     40.5     21.1     20.6      1.6     14.9

男性 1,234     22.7     24.3     16.4     31.8     18.6     23.0     38.0     21.2     24.1      1.9     15.2

女性 1,283     17.7     30.4     15.7     35.2     16.8     21.8     43.1     21.0     17.3      1.3     14.2

65～69歳 687     22.1     29.4     21.0     35.7     17.9     22.3     39.0     21.3     25.8      1.5      9.9

70～74歳 713     19.6     29.0     15.3     35.5     17.4     21.7     44.2     20.6     22.0      1.3     10.1

75～79歳 562     18.1     25.1     12.5     31.5     17.8     22.6     40.6     21.5     17.6      1.8     17.3

80～84歳 331     23.0     23.3     13.6     29.3     20.5     24.5     38.1     20.2     16.3      2.7     22.1

85歳以上 224     16.5     28.1     15.6     31.7     13.4     21.4     37.9     22.8     14.3      1.3     26.8

全体

性

別

年

齢

別

％

成田市の保健福祉について、今後特に重要であると思うものはなんですか

全体

性

別

年

齢

別

％
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⑪安心して生活するために必要な体制や仕組み【障がい者】 

地域で安心して生活していくために必要な体制や仕組みについてみると、全体では「家族

等の急な体調不良などに対応できる、緊急時の受け入れ体制」が56.7％と最も多く、次い

で「災害などが発生したときに、障がい者児が安心して過ごせる仕組み」が52.1％、「移動

手段の充実やタクシー助成券の交付など移動に関する負担の軽減」が46.1％となっていま

す。 

所持手帳別と難病の有無別についてみると、すべての場合において「家族等の急な体調不

良などに対応できる、緊急時の受け入れ体制」が多くなっていますが、〔療育〕では「成年

後見制度に関する相談や必要な手続きを代わりに行う仕組み」「災害などが発生したときに、

障がい者児が安心して過ごせる仕組み」が他と比べて多くなっています。 
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全体 1,235     33.8     56.7     17.0     25.3     52.1     39.9     20.7     18.9     16.0     46.1

身体 506     31.2     55.3     13.4     26.9     50.4     29.4     17.8     19.0     16.8     48.4

療育 318     29.9     68.2     32.4     30.2     66.7     48.4     24.5     18.2     15.7     39.3

精神 387     41.9     49.4     14.5     22.2     44.7     45.7     24.0     16.8     14.2     45.5

難病 220     29.5     61.4     10.9     30.0     51.4     31.4     15.9     21.8     16.8     49.5

％ n

そ

の
他

特

に
な

い

無

回
答

全体 1,235      6.0      5.4      7.6

身体 506      5.7      5.7      8.9

療育 318      6.0      4.4      5.3

精神 387      7.5      5.4      9.8

難病 220      5.0      5.9      5.5

これからも地域で安心して生活していくためには、どのような体制や仕組みが必要だと考えますか。

％

24

365
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第２部 計画の基本理念・基本目標等 

 

第１章 施策展開の基本的方向 

 

１．基本理念 

 

本市ではこれまで、「住みなれた地域で安心して暮らせる交流(ふれあい)のまち 成田」を

基本理念に、日常生活上の様々な課題や生きづらさがある人でも、地域で安心して生活を続

けられるために、保健福祉施策を拡充してきました。 

この間、少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少が全国的に進み、特に保健福祉分野におけ

る働き手不足や地域福祉の担い手不足が顕著となってきました。また、様々な価値観や生活

様式が認められるにつれ、それぞれが抱える生活上の課題は複雑化、多様化し、社会保障制

度だけでは解決が困難なことが増えています。 

さらに、これまで経験したことがない自然災害や新たな感染症への対応など、私たちはこ

れまでの生活の在り方を大きく見直し、新たな生活様式への変容が求められつつあります。 

このような時代にあって、住みなれた地域で安心して暮らしていくためには、市民の一人

一人が地域の中で生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らしていくことのできる地域社

会を構築するための取り組みが必要となります。 

このようなことから、「NARITAみらいプラン第２期基本計画」の施策の体系を踏まえ、新

たに「健康で笑顔あふれ 共に支え合うまち 成田」を基本理念に掲げ、「地域共生社会」と

いう新たな地域社会の在り方を市民とともに考え、子どもや大人、高齢者といった世代の違

い、障がいの有無や国籍などに関わらず、市民一人ひとりの尊厳が大切にされ、お互いに認

め合い、支え合いながら生活が続けられる地域社会の構築を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

健康で笑顔あふれ 

共に支え合うまち 成田 
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２．基本目標 

 

「健康で笑顔あふれ 共に支え合うまち 成田」を基本理念として、各施策を推進するた

めの基本目標を次のように定めます。 

 

（１）やさしさと思いやりに満ちた支え合いのまちづくり 

誰もが住み慣れた地域で、共に支え合って生活する社会を実現するためには、持続可能な

社会保障制度のもとで充実した福祉施策の実現が大切です。 

そのためにも、高齢者や障がいのある人の人権が擁護され、自分らしく安心して暮らせる

ような地域福祉体制を確立していくとともに、自立に向けたきめ細かな支援サービスを提供

します。 

また、生活を送るうえで様々な問題を抱え、生活に困窮している人の生活の安定と自立を

支援します。 

 

（２）安心して子どもを産み育てられるまちづくり 

子育て世代が、安心して子どもを産み育てられる環境を整えるためには、家庭だけでなく、

行政を始めとした地域全体で子育てを支えていくことが大切です。 

そのため、保育環境の整備など、子育てと仕事の両立支援や子育て家庭の日常生活全般に

わたるサポートといった子育て支援策の充実を図ります。 

 

（３）健康で笑顔あふれるまちづくり 

子どもから高齢者まですべての市民が生き生きとした生活を送ることができるよう、健康

づくりを総合的、計画的に進めていくことが大切です。 

そのため、医師や看護師の確保など地域医療体制を確立するとともに、市民が健康的な生

活を送ることができるよう、予防接種や健康診査などの保健サービスや各種健康づくりを支

援します。 
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３．ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の視点 

 

SDGs（持続可能な開発目標）とは、平成27(2015)年に国連において採択された、すべ

ての国がその実現に向けて目指すべき目標のことです。「誰一人取り残さない」ことを基本

理念として掲げており、貧困撲滅や差別解消、環境と調和した都市整備など、17の分野別

目標が掲げられています。 

また、本市の総合計画である「NARITAみらいプラン」では、「SDGsは市民生活や地域

活動とも密接に関連しており、市民や地域に最も近い主体である地方自治体の果たすべき役

割はますます大きくなっています。そのため、本市では第２期基本計画にSDGsの理念を取

り入れ、各種施策の展開を通じて、『誰一人取り残さない』社会の実現を目指し、地域課題

の解決に取り組んでいきます。」と明記されています。 

本計画においても、貧困問題、母子保健をはじめとする健康づくり、虐待の防止や協働の

考え方など重なる分野があることから、SDGsの視点を取り入れて「誰一人取り残さない」

社会の実現をめざすものとします。 
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第２章 福祉社会の将来像  

 

 「健康で笑顔あふれ 共に支え合うまち 成田」を基本理念に、子どもや高齢者、障がい

のある人などすべての人々の幸せな姿や、住んでいてよかったと心から思えるまちの姿を目

指し、本市の福祉社会の将来像としてその実現に努めます。 

 

１．成田市が目指す“人々の姿” 

 

（１）子どもたちと家庭の姿 

①安心して出産・育児ができます。 

 ・子どもの病気や発育・発達のことで不安を持った時には、身近に子育ての仲間がいたり、

気軽に相談できる機関があることで、子育ての不安が解消されています。 

 ・家庭における家事や育児などの役割を、男女が協力して共に担っています。 

 

②健康の保持・増進に努めています。 

 ・出産後の母と子どもの各種健康診査や健康相談、訪問指導などきめ細やかなサービスが

身近な所で受けられ、母子共に健康の保持・増進が図られています。 

 ・幼児期から健康な生活習慣が身につき、「早寝・早起き」「楽しい食事」「元気な遊び」の

大切さが認識されています。 

 

③保育や幼児教育が充実し、安心して子育てができます。 

 ・延長保育や一時保育の充実により、安心して働くことができています。また、低年齢児

保育も充実し、産休・育休明けの保護者の職場復帰が円滑に図られています。 

 ・保育園や幼稚園では、障がいのあるなしにかかわらず保育や教育が受けられ、統合保育

が進んでいます。 

 ・専業主婦も一時保育などのサービスを利用することができ、育児の不安やストレスから

解放される時間が持てます。保育園や幼稚園は、身近な相談機関として子育てを応援し

ています。 

 

④子どもと親が共に成長することができます。 

 ・子育てに関する情報や、子どもの発達段階に応じた親のあり方、子育ての方法など、学

習機会の充実が図られています。 

 ・福祉や環境、人権、平和、国際理解、情報など、多様性のある社会やグローバル化社会で

求められる能力や資質を身につけられる教育が進められています。 

 ・子どもの個性や障がいの状況に即した教育が進められ、豊かな人間性と望ましい人間関

係の形成が図られています。 

 ・生活困窮世帯における貧困の連鎖が断ち切られ、すべての子どもが等しく人生の選択の

機会を得られています。 
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 ⑤子どもたちがいきいきと生活しています。 

・児童ホームや公園、遊び場などの整備が進められ、夢中で遊ぶ子どもたちの元気な声が

聞こえてきます。 

・子どもたちが主体的に社会活動やスポーツ活動に参加しています。 

・地域ぐるみで健全育成活動が進められ、子どもたちを取り巻く環境の改善が進められて

います。 

・子どもたちは自由に意見を述べることができ、それらの意見が家庭や社会のさまざまな

場面で反映されています。 

 

（２）成人期の人々の姿 

①健康の保持・増進に努めています。 

・日頃から健康の保持・増進に心がけ、自らの状況に合わせた好ましい生活習慣を身につ

けています。 

・がん、歯科疾患、生活習慣病などの疾病を早期に発見するため、各種がん検診や特定健

康診査などを受診し、健康づくりに努めています。 

・気軽に利用できる相談機関があり、心身の悩みや不安が軽減されています。 

・健康の維持増進のため、毎日ウォーキングなどの運動をしています。 

 

②自らが地域の保健福祉の資源となっています。 

・自分たちの福祉と健康づくりのために、自助グループをつくりみんなが支え合っていま 

す。 

・自らの意思で、地域の福祉や健康づくりの担い手となり、自然体でボランティア活動が

実践され、自らの生きがいづくりにも役立てています。 

 

（３）高齢者、障がいのある人の姿 

①健康の保持・増進に努めています。 

・毎日、元気ですごせるように、積極的に健康づくりに努め、生きがいを持って生活して

います。 

・健康診査や各種がん検診などの健診結果をもとに、かかりつけ医の管理・指導を受けて

います。 

 

②家庭、地域において必要な支援を受けて、自分らしい生活をしています。 

・住み慣れた地域で住まいが確保され、地域生活を続けることができています。 

・介護を必要とする高齢者や障がいのある人は、医療と福祉の一体的な提供体制のもと、

自らの意思でサービスを選択し、地域での生活をできるかぎり維持することができてい

ます。 

・介護者のための支援も充実し、介護疲れやストレスの解消が図られています。 
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③学び、そして働いています。 

・いつでも、誰でも、学習の機会を持てる生涯学習システムと場の整備が進み、年齢や障

がいの有無にかかわらず自分にあった学習をしています。 

・市民を対象とした学習の機会が拡充され、講座などに積極的に参加しています。また、

元気な高齢者が講師となり、これまで培った経験や技能を最大限発揮しています。 

・シルバー人材センターでは新たな職域開拓を進め、会員が生きがいを感じながら働いて

います。 

・障がいのある人の就労機会や場の整備が進み、事業主や共に働く従業員の理解も得られ、

働く意欲が増進しています。 

・障がいがあり、就労が困難だった人も、社会参加のための場所と機会が身近に確保され、

自分が望む、自分らしい生活を営んでいます。 

 

④高齢者も障がいのある人も、人権が擁護され、意欲と希望を持って生きています。 

・自分でできることは自分で取り組み、できないことは「助けて」と援助を求めます。助

けたり、助けられたり、地域の住民が相互に「一人ひとりの自立」を支えています。 

・判断能力が不十分な状態になっても、人権が擁護され、必要な支援を適切に受けながら、

地域生活を続けています。 

・誰もが、文化活動や趣味などを楽しみ、できるかぎり生活の質の向上に努めています。 

・障がいのある人の意思疎通手段が増え、地域の人々と容易にコミュニケーションを図る

ことができます。 

・「地域で支え合う」という意識が普及するとともに、高齢者や障がいのある人も地域の「支

え手」として主体的に活動し、生きがいを感じています。 
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２．成田市が目指す“まちの姿” 

 

① 誰もが一緒に暮らせる心のふれあうまちです。 

・子どもや高齢者、障がいのある人専用として特別な設備などを用意するのではなく、誰

もが一緒に使えるよう、ユニバーサルデザイン*を採用するなど、暮らしやすいまちづく

りが進められています。 

*「ユニバーサルデザイン」とは、文化・言語・国籍の違い、老若男女といった差異、障がい・能力の如何

を問わずに利用することができる施設・製品・情報の設計をいいます。 

 
② 誰もが平等に暮らせる明るいまちです。 

・年齢の違いや障がいがあることによる不利益をなくし、あらゆる機会が平等に保障され

誰もが等しく人生を楽しめるようなまちづくりが進められています。 

 

③ 誰もが自由に行動できる楽しいまちです。 

・交通機関、道路、公園、公営住宅などの施設においては、段差の解消やエレベーターの

設置、利用しやすいトイレの整備などの改善が図られ、誰もが行きたいところに行ける

まちづくりが進められています。 

・事業者の理解と協力により、公共施設に限らずショッピングセンターやホテルなどの公

益施設においても、誰もが自由に行動できるまちづくりが進められています。 

 

④ 誰もが日常に希望を持って生活できるまちです。 

・年齢や個性の違い、日常生活の悩みや課題の有無にかかわらず、学び、働き、趣味やス

ポーツを楽しみ、地域活動に参加するなど、誰もが日常に希望を持って生活できるまち

づくりが進められています。 

 

⑤ みんなが助け合う福祉のまちです。 

・子どもや高齢者、障がいのある人など、日常生活で困っている人がいたら、自然に声を

かけ、手を差し伸べ、また、多くの人たちがボランティア活動に参加し、あたたかい心

のかよう福祉のまちづくりが進められています。 

 

⑥ 一人ひとりが健康づくりの主体となるまちです。 

・誰もが、健康づくりのために必要な支援や資源を利用することができ、健康的なまちづ

くりの主役になっています。 

 

⑦ 福祉事業の従事者が働きやすいまちです。 

・医療や保健、福祉に携わる専門職が日頃から連携し、市民に対するサービスの質の向上

を高めるとともに、本人の知識や技術の向上が図られています。 
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第３章 人口等の将来予測 

（１）人口 

本市の総人口は、計画の最終年度（令和８年）は133,443人の見込みとなり、計画期間

中は緩やかな増加で推移するものと見込まれます。 

 

■総人口の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）子どもの数 

18歳未満の子どもの数は、年々減少する見込みとなり、計画の最終年度（令和８年）は

19,126人となっています。 

 

■18歳未満の子どもの見通し 
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（３）高齢者・要介護認定者数 

①年齢別高齢者数 

高齢者数は、計画期間中は緩やかな増加の見通しとなりますが、年齢別でみると前期高齢

者は減少し続け、後期高齢者は増加し続ける見込みとなります。また、高齢化率も年々増加

し、計画の最終年度（令和８年）は24.2％の見込みとなります。 

 

■高齢者数の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 要介護認定者数 

要介護認定者数は、計画期間中は増加し続ける見込みとなり、計画の最終年度（令和８年） 

は5,264人となります。 

 

■要介護認定者数の見通し 
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（４）障がい者数 

障がい者数は、いずれの障がい種別も増加する見込みとなり、計画の最終年度（令和８年）

は6,649人になる見込みとなります。 

 

■障がい者数の見通し 
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第４章 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・やさしさと思いやりに満ちた支え合いのまちづくり 

・安心して子どもを産み育てられるまちづくり 

・健康で笑顔あふれるまちづくり 

１ 地域福祉の推進 

２ 自立・就労支援の推進 

１．生活困窮者支援の推進 
２．ひきこもり対策・再犯防止の推進 

３ 子どもと子育て家庭の保健福祉の推進 

１．子どもの健康づくりと福祉の充実 
２．子どもがのびのび育つまちづくり 
３．子育て家庭への支援 
４．子育てと仕事の両立支援 

◇基本理念 

健康で笑顔あふれ 共に支え合うまち 成田 

◇基本目標 

◇施策体系 

１．包括的な支援体制の構築 
２．多様な支援を育むまちづくり 
３．活動しやすい地域づくり 
４．安心して暮らせる環境づくり 

１．健康づくりの推進 
２．生きがいづくりの推進 
３．住み慣れた場で生活を続けられる環境づくり 

１．地域生活を支える福祉の充実 
２．安心して暮らせる保健・医療の充実 
３．個性と可能性を伸ばす保育・教育・生涯学習の充実 
 

４ 成人・高齢者の保健福祉の推進 

５ 障がいのある人の保健福祉の推進 
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第３部 健康で笑顔あふれ 共に支え合うまちを築くために 

 

第１章 地域福祉の推進 

 

１．包  括的相談支援体制の構築 

 

【施策の方向】 

（１）断らない（包括的）相談支援体制の構築 

○「8050問題」や「ダブルケア」などのように、福祉課題や生活課題が複合化、複雑化す

る中、単一の相談支援機関での対応には限界があることから、制度・分野ごとの縦割り

を整理し、地域の様々な主体の参加や地域のネットワーク構築などによる包括的・重層

的な支援を提供する必要があります。 

○本計画では、重層的支援体制の構築*を見据え、その重要な機能を有し、利用者の相談を

「断ることのない」支援体制を構築します。 

*「重層的支援体制の構築」とは、社会福祉法の改正により、市町村において、地域住民の複合・複雑化し

た支援ニーズに対応する断らない包括的な支援体制を整備するため、①相談支援（包括的相談支援事業、

多機関協働事業、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業）、②参加支援事業、③地域づくり事業を一体

的に実施する事業です。 

○構築の過程では、地域包括支援センターなどの既存の相談支援機関などと密接に連携し、

協議を進めていきます。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

相談支援体制の構築

に向けた検討 

社会福祉課・関

係課 
新規 

      

断らない相談支援体

制の構築 

社会福祉課・関

係課 
新規 

      

 

◇その他関連事業 

○地域包括支援センターの充実（介護保険課） 

○子ども１１０番・家庭児童相談室の充実（子育て支援課） 

○育児相談等による相談活動の充実（健康増進課） 

○ほっとすまいるセンター（障がい者相談センター）、地域生活支援センターの充実（障

がい者福祉課） 

  

検討 

構築 
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*「アウトリーチ」とは、相談機関や支援者などが、相談を待つのではなく、積極的に対象者の居る場所に出

向き、必要な情報やサービスの提供につなげることです。 

 

 

厚生労働省「令和2年度地域共生社会の実現に向けた市町村における包括的な支援体制の整備に関する全国担当者会議」資料 

  

重層的支援体制整備事業について（イメージ） 

○相談者の属性、世代、相談内容に関わらず、包括的相談支援事業において包括的に相

談を受け止める。受け止めた相談のうち、複雑化・複合化した事例については多機関協

働事業につなぎ、課題の解きほぐしや関係機関間の役割分担を図り、各支援機関が円滑

な連携のもとで支援できるようにする。 

○なお、長期にわたりひきこもりの状態にある人など、自ら支援につながることが難し

い人の場合には、アウトリーチ*等を通じた継続的支援事業により、本人との関係性の

構築に向けて支援をする。 

○相談者の中で、社会との関係性が希薄化しており、参加に向けた支援が必要な人には

参加支援事業を利用し、本人のニーズと地域資源の間を調整する。 

○このほか、地域づくり事業を通じて住民同士のケア・支え合う関係性を育むほか、他

事業と相まって地域における社会的孤立の発生・深刻化の防止をめざす。 

○以上の各事業が相互に重なり合いながら、市町村全体の体制として本人に寄り添い、

伴走する支援体制を構築していく。 
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（２）地域包括ケアシステムと生活支援の充実 

○高齢者が可能な限り在宅で生活し続けられるよう、医師会等の医療関係団体と連携を強

化し、介護サービスと医療サービスを継続的・一体的に提供できる体制の構築を図りま

す。 

○高齢者の生活支援サービス提供にあたっては、事業所や市民などの多様な提供主体を活

用することが求められるため、地域資源をコーディネートする人材の育成を図ります。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

医療・保健・介護の

連携強化 

保険年金課・ 

健康増進課・ 

介護保険課 

充実 
      

地域ケア会議、地域

ケア推進会議の実施 
介護保険課 充実 

      

生活支援コーディネ

ーターの配置 
介護保険課 充実 

      

高齢者の生活支援や

介護予防を担う人材

の育成 

高齢者福祉課・

介護保険課 
継続実施 

      

 

  

拡充 

拡充 

継続実施 

開始予定 検討 

    継続実施 
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２．多  様な支援を育むまちづくり 

 

【施策の方向】 

（１）福祉意識の啓発 

○福祉が他人事ではなく我が事として考えることの重要性や支え合うことの大切さ、地域

共生の必要性などについて広報・啓発に努めるとともに、子どもの頃から学習する機会

の充実を図ります。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

認知症サポーター養

成講座 
介護保険課 継続実施 

      

成田市障がい者差別

解消支援地域協議会

の開催 

障がい者福祉課 継続実施 

      

福祉教育の充実 教育指導課 継続実施 
      

パラスポーツの普

及・啓発 

障がい者福祉

課・スポーツ振

興課 

充実 

      

 

（２）地域ごとの課題解決に向けた仕組みの検討 

○本市は地域によって抱える状況や課題が大きく異なることから、地域ごとに住民主体の

課題解決に向けた取り組みが行われるよう、地区活動組織の活動支援を行うとともに、

地域と行政が協働して課題解決に取り組めるよう、協議体の設置を検討します。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

地域コミュニティづ

くり推進事業の充実 
社会福祉協議会 継続実施 

      

地域ごとの協議体設

置に向けた検討 
社会福祉課 新規 

      

 

 

 

 

 

 

継続実施 

継続実施 

検討 設置・検討継続 

継続実施 

継続実施 

充実 
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（３）福祉人材の育成・確保 

○福祉に携わる人材を確保するため、介護事業所が外国人介護人材を受け入れるための体

制整備の検討などを進めるほか、福祉分野に就職を希望する人に対する資格取得のため

の研修機会及び定着支援のための取り組みを進めます。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

資格取得のための研

修機会の提供 
商工課 継続実施 

      

介護人材確保対策事

業 
高齢者福祉課 新規 

      

 

  

継続実施 

実施 構築 
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３．活  動しやすい地域づくり 

 

【施策の方向】 

（１）民生委員・児童委員の活動支援 

○各地区で福祉活動を行う民生委員・児童委員の活動を支援するとともに、増加傾向にあ

る業務負担の軽減を図るため、実態把握や役割の見直しを進めます。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

民生委員・児童委員

の役割の見直しと活

動支援 

社会福祉課 継続実施 

      

 

（２）ボランティアの活動支援 

○ボランティア活動は、フォーマルな福祉サービスでは行き届かないきめ細やかな対応や

多様な支援が期待されることから、市民の自発に基づくボランティア活動の支援を行う

とともに、ボランティアの支援を必要とする人と活動をしたい人を結びつけるコーディ

ネート機能の強化を図ります。 

○大規模な災害発生時に設置される災害ボランティアセンターの設置と円滑な運営を実現

させるため、事例等の情報収集や市民への周知を進めます。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

ボランティアの活動

支援 
社会福祉協議会 継続実施 

      

福祉施設等における

ボランティア活動の

参加促進 

社会福祉協議会 継続実施 
      

災害ボランティアセ

ンターの体制整備 
社会福祉協議会 継続実施 

      

 

◇その他関連事業 

○介護予防・日常生活支援総合事業の充実【再掲】（介護保険課） 

 

 

 

 

見直し実施 活動支援継続 

継続実施 

継続実施 

継続実施 
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４．安  心して暮らせる環境づくり 

 

【施策の方向】 

（１）地域の居場所づくり 

○身近な場で同じコミュニティに住む人たちとの交流の機会を持ち、顔見知りの関係を築

くことができるよう、地域ごとに住民が集い、安心できる居場所として実感できる場の

整備を進めます。 

○特に、地域の支え合いにより、高齢者の介護予防活動を推進するため、地域の居場所の

立上げを支援する補助事業を創設します。 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

地域介護予防活動支

援事業（高齢者居場

所づくり事業補助

金） 

介護保険課 新規 

      

ふれあいいきいきサ

ロン 
社会福祉協議会 継続実施 

      

 

（２）権利擁護と虐待防止の推進 

○認知症や障がいなどにより、判断能力が不十分であると認められる人が、金銭の管理、

住まいの場の確保や福祉サービスの利用が円滑に行われるよう、成年後見制度や日常生

活自立支援事業の利用を促進します。 

○成年後見制度の普及啓発を図り、利用促進を強化するため、地域連携の中核機関の設置

を検討するとともに、後見人の確保に努めます。 

○成田市障がい者差別解消支援地域協議会において、事例検討及び情報共有を図るととも

に、教育や雇用、社会生活上のあらゆる場面において、障がいを理由とした差別や虐待

の撲滅に努めます。 

○高齢者や障がいのある人、子どもに対する虐待を防止するため、介護などの支援体制の

整備や虐待に関する啓発を推進するとともに、対応できるよう、庁内関係課や関係機関

と連携し、虐待の未然防止及び早期発見対応を図ります。 

  

継続実施 

構築 実施 
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◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

（仮称）成年後見支

援センター運営事業 

高齢者福祉課・ 

障がい者福祉課 
新規 

      

成年後見制度利用支

援事業の利用促進 

高齢者福祉課・ 

障がい者福祉課 
継続実施 

      

法人後見立上げ支

援、市民後見人の育

成 

高齢者福祉課・

障がい者福祉課 
継続実施 

      

日常生活自立支援事

業の充実 
社会福祉協議会 継続実施 

      

成田市あんしん見守

りネットワークの推

進 

高齢者福祉課 継続実施 
      

成田市障がい者差別

解消支援地域協議会

の開催【再掲】 

障がい者福祉課 継続実施 

      

成田市子どもを守る

地域ネットワークの

強化 

子育て支援課 充実 
      

 

 

（３）避難行動要支援者支援の推進 

○避難行動要支援者同意者名簿への登録を促進するため、制度の周知を図るとともに、自

主防災組織をはじめとする地域支援団体や地域支援者の協力を得ながら、個別計画の作

成を進めます。 

○福祉避難所の設置を促進するとともに、福祉避難所運営マニュアルを改定し、要支援者

のための施設整備や備品の備蓄など、避難環境の整備を図ります。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

避難行動要支援者同

意者名簿の整備 

社会福祉課・ 

高齢者福祉課・

障がい者福祉

課・介護保険課 

同意の促進

の促進 

      

避難行動要支援者個

別計画の作成 

社会福祉課・ 

高齢者福祉課・ 

障がい者福祉

課・介護保険課 

計画作成の

促進 

      

福祉避難所の設置促

進 
社会福祉課 継続実施 

      

自主防災組織の育成 危機管理課 継続実施 
      

 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

検討 設置 継続実施 

充実 

同意登録の促進 

計画作成の促進 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 
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（４）移動支援の推進 

○高齢者や障がいのある人の社会参加を支援するため、移送サービスなどの利便性向上を

図ります。また、市民の誰もが気軽に市内を移動し、通院・買い物、イベントや生涯学

習講座への参加など、積極的な社会参加ができるよう、地域公共交通の充実を図ります。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

移送サービス事業の

実施 
社会福祉協議会 継続実施 

      

コミュニティバスの

運行 
交通防犯課 継続実施 

      

オンデマンド交通高

齢者移送サービスの

実施 

高齢者福祉課 継続実施 
      

  

継続実施 

継続実施 

継続実施 
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第２章 自立・就労支援の推進 

 

１．生  活困窮者支援の推進 

 

【施策の方向】 

（１）経済的支援・生活支援の推進 

○すべての市民の地域生活を保障するため、経済的な理由で生活が困難に陥った人を対象

に、生活保護制度により支援していきます。 

○低所得者や、生活保護に至る前の生活困窮者の自立に向け、暮らしサポート成田を中心

に、生活上の様々な相談を受け、就労支援や家計改善支援など、必要な生活支援を行い

ます。 

○離職によって住居を失った又はその住居を失う恐れのある人を対象に、生活の安定を図

るため、家賃相当分の住居確保給付金を支給し、住居及び就労機会等の確保に向けた支

援を行います。 

○様々な要因で働きづらさを抱え、一般就労が困難な状況に陥っている生活困窮者を、県

などの認定を受けた事業者が受け入れ、生活面や健康面の支援も含め、就労の機会を提

供する中間的就労（認定就労訓練事業）の普及促進を図ります。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

生活保護の実施 社会福祉課 継続実施 
      

暮らしサポート成田

による相談支援 
社会福祉課 継続実施 

      

住居確保給付金の支

給 
社会福祉課 継続実施 

      

社会福祉金庫貸付・

生活福祉資金貸付事

業 

社会福祉協議会 継続実施 
      

中間的就労の普及促

進 
社会福祉課 新規 

      

 

  

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

普及促進 
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（２）子どもの貧困対策の推進 

○貧困の連鎖を食い止め、全ての子どもたちが前向きな気持ちで夢や希望を持ちながら育

つことのできるよう、庁内においてネットワーク会議を開催し、関係機関が連携しなが

ら支援を行います。 

○ひとり親家庭等で経済的な支援が必要と認められる生活困窮者に対して、就労相談や就

労訓練の場を提供するなど、自立に向けた支援を行います。 

○貧困の連鎖を断ち切ることを目的に、家庭の経済状況により子どもの「学ぶ機会」に格

差が生じることがないよう、生活困窮世帯の子どもに対して学習支援事業を実施します。 

○学習支援事業については、ボランティア講師の確保や実施会場など、実施方法に課題が

あることから、事業内容についてのニーズ調査を実施し、事業の見直しを図ります。 

○就業による自立を支援していくため、母子・父子自立支援員を配置し、就業相談・情報

提供などを実施します。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

子どもの貧困対策に

係る連絡会議の開催 
子育て支援課 継続実施 

      

学習支援事業の実施 社会福祉課 継続実施 

      

ひとり親などに対す

る自立に向けた相談

の実施 

子育て支援課 継続実施 

      

 

  

継続実施 

継続実施 

継続実施 

見直し 
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２．ひ  きこもり対策・再犯防止の推進 

 

【施策の方向】 

（１）ひきこもり対策の推進 

○自宅にひきこもったり、社会との接点がない人などが、再び社会とのつながりを取り戻

せるよう、暮らしサポート成田を中心に相談支援を行い、生活の状況を把握するととも

に、一人ひとりの状況や意向に配慮しながら、社会復帰に向けた支援につなげます。 

○社会復帰に向けたファーストステップとして、地域における交流の場を提供します。 

○ひきこもりの人の家族支援として、日頃の悩みや思いなどを語り合い、利用できる社会

資源の情報交換ができる場を提供します。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

暮らしサポート成田

による個別相談・訪

問相談等の実施 

社会福祉課 継続実施 

      

ひきこもりほっとサ

ロン、家族交流会の

実施 

社会福祉協議

会・社会福祉課 
継続実施 

      

社会復帰に向けた訓

練等の検討 
社会福祉課 新規 

      

 

（２）再犯防止対策の推進 

○罪を犯してしまった人が立ち直り、再び社会に参加できるよう、関係機関・支援団体と

連携し、地域における意識啓発を行うとともに、社会復帰に向けた支援体制を整備しま

す。 

○再犯の防止等の推進に関する法律（再犯防止推進法）において、地方公共団体は再犯の

防止等に関する施策の推進等に関する計画（地方再犯防止推進計画）の策定が努力義務

とされていることから、関係支援団体と協議し、推進計画の策定について検討します。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

社会を明るくする運

動の推進 
社会福祉課 継続実施 

      

推進計画策定の検討 社会福祉課 新規       

継続実施 

検討 

継続実施 

検討 

継続実施 
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第３章 子どもと子育て家庭の保健福祉の推進 

 

１．子  どもの健康づくりと福祉の充実 

 

【施策の方向】 

（１）母子保健・医療体制の充実 

○少子化や核家族化に伴う育児の不安や負担感の軽減を図り、安心して子どもを生み育て

ることができるよう、母子保健サービスの充実に努めます。また、医療機関等との相互

連携・協力のもと、健康診査時に言語相談や理学療法相談を実施するなど、発達の遅延

などが疑われる幼児を早期に支援し、治療につなげるとともに、あわせて保健指導など

の充実を図ります。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

健康診査（妊婦・乳

児・１歳６ヶ月児・

３歳児・５歳児）の

充実 

健康増進課・ 

障がい者福祉課 
継続実施 

      

こんにちは赤ちゃん

事業の充実 
健康増進課 継続実施       

２歳児歯科健診事業

の実施 
健康増進課 継続実施       

地区保健推進員活動

の充実 
健康増進課 

推進員数に
考慮した活

動展開 

      

 

（２）障がいのある子どもへの支援 

○共に生きる社会づくりを推進するため、保健・医療・福祉が連携し、発達の遅延などが

疑われる幼児を早期に支援し、適切な療育が受けられるよう相談体制の充実を図るとと

もに、障がいのある子どもの訓練や指導など支援体制の充実を図ります。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

 

こども発達支援セン

ターの充実 
障がい者福祉課 

居宅訪問型

児童発達支

援事業の実

施検討 

      

保育所等訪問支援の

実施 

健康増進課・ 

障がい者福祉課 

訪問支援の 

拡充 

      

 

実施事業所の指定申請 

継続実施 

継続実施 

推進員数に考慮した活動展開 

継続実施 

訪問支援の拡充 
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（３）健康教育の充実 

○高血圧や脂質異常症、糖尿病などの生活習慣病が増加傾向にあることから、生活習慣病

に関する学習を強化し、あわせて、学童期の薬物乱用を防止するため、薬物の乱用防止

に関する学習を強化します。 

○児童・生徒の多い市内小中学校へ健康推進教員を配置し、児童の心身の健康を支援しま

す。また、学校における保健教育を推進し、新型コロナウイルス感染症の流行に対する

「新たな生活様式」の実践や心身の健康づくりに、主体的に取り組める児童の育成に努

めます。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

各種健康教室の充実 健康増進課 

オンライン

形式の実施

検討 

      

学校保健の充実 
教育指導課・ 

学務課 
継続実施 

      

 

  

継続実施 

オンライン形式の実施検討 
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２．子  どもがのびのび育つまちづくり 

 

【施策の方向】 

（１）子どもの豊かな遊びと体験機会の充実 

○年齢の違いや障がいの有無等にかかわりなく、子どもたちの個性と豊かな可能性を伸ば

し、子どもたちが自由に、元気に遊べる環境づくりを推進します。 

○子どもたちが自然や文化・芸術・スポーツ活動に親しみ、仲間づくりや高齢者とのふれ

あいを通して多様な体験ができるよう、さまざまな活動の場や機会の提供に努めます。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

子どもの遊び場・公

園の整備 

子育て支援課・

公園緑地課 
継続実施 

      

子ども館、なかよし

ひろばの充実 
子育て支援課 継続実施 

      

公立幼稚園の管理運

営の充実 
保育課 

大栄幼稚園

の認定こど

も園への統

合検討 

      

放課後子ども教室の

充実 
生涯学習課 拡充 

      

わくわくひろばの充

実 
生涯学習課 継続実施 

      

参加・創造型事業の

充実 

文化国際課 

(成田国際文化

会館) 

継続実施 
      

こども体験学習セミ

ナーの充実 
公民館 継続実施 

      

子育て交流ひろば事

業の充実 
社会福祉協議会 継続実施 

      

子どものスポーツ機

会の充実 
スポーツ振興課 継続実施 

      

 

  

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

教室の増設(2年に1回) 

児童数・入園児数が減少の場合は検討 
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（２）子どもの人権の尊重 

○家庭児童相談室において、関係機関と連携し児童虐待防止に向けた取り組みを強化しま

す。 

○子どもやその保護者が、勉強や学校生活等に関する悩みを気軽に相談できるよう、市内

小中学校への経験豊かな相談員の配置を推進します。 

○子ども自身が気軽に相談できる体制づくりを進めます。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

子ども１１０番・家

庭児童相談室の充実 
子育て支援課 継続実施 

      

教育相談の充実 教育指導課 継続実施 
      

問題を抱える子ども

等の自立支援事業 
教育指導課 継続実施 

      

 

  

継続実施 

継続実施 

継続実施 
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３．子  育て家庭への支援 

 

【施策の方向】 

（１）地域における子育て家庭への支援 

○地域の子育て支援の拠点として、子育て支援センターの充実を図るとともに、保育園や

幼稚園の相談機能の充実や園開放等により、地域における子育て支援の充実を図ります。 

○ファミリー・サポート・センターの協力会員に対する研修機会を充実させ、会員の保育

技術の向上を図ることにより、利用者の拡大も図ります。 

○子育ての悩みを共有し、気軽に相談できる子育てサークルやボランティア活動への支援

を図ります。 

○家庭の教育力向上を図るため、義務教育学校や幼・保・子ども園において学習・研修の

機会を提供します。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

地域子育て支援セン

ター・保育園による

子育て支援の充実 

子育て支援課・

保育課 
継続実施 

      

母親学級の充実 健康増進課 継続実施 
      

ファミリー・サポー

ト・センターの充実 
社会福祉協議会 継続実施 

      

育児相談等による相

談活動の充実 
健康増進課 継続実施 

      

家庭教育の充実 生涯学習課 継続実施 
      

 

  

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 
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（２）子育て家庭への経済的支援 

○子育て家庭の経済的負担を軽減するため、幼児教育・保育の無償化、児童手当の支給や

医療費の助成などを行います。 

○発達障がい等、特別な支援が必要な子どもの学費に係る経済的な負担を軽減するため、

交通費等の学校生活に必要な費用の助成を行います。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

子ども医療費助成事

業の実施 
子育て支援課 継続実施 

      

ひとり親家庭に対す

る医療費等助成事業

の実施 

子育て支援課 継続実施 

      

児童手当・児童扶養

手当の支給 
子育て支援課 継続実施 

      

幼児教育・保育の無

償化の実施 
保育課 継続実施 

      

児童生徒の就学援助 
学務課・教育指

導課 
継続実施 

      

未熟児養育医療費の

給付 
健康増進課 継続実施 

      

自立支援医療 

（育成医療）の給付 
障がい者福祉課 継続実施 

      

 

  

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 
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４．子  育てと仕事の両立支援 

 

【施策の方向】 

（１）多様な保育サービスの充実 

○子育てと仕事の両立ができるよう、保育受入れ枠の拡充を図るとともに、延長保育、一

時保育など弾力的で多様な保育サービスの充実を図ります。 

○子ども一人ひとりの成長・発達に応じたきめ細やかな保育サービスが行われるよう、保

育士等の資質向上に向けた取り組みを行うとともに、公立保育園における老朽化した施

設の更新、耐震化を図ります。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

公立保育園の管理運

営の充実 
保育課 継続実施 

      

延長保育の充実 保育課 継続実施 
      

一時保育の充実 保育課 継続実施 
      

預かり保育の充実 保育課 継続実施  
      

 

（２）放課後児童の健全育成 

○子どもの豊かな人間性を育み、交流や遊びを通してさまざまな体験が得られるよう、児

童ホームの充実や支援員の確保及び資質向上に取り組むとともに、地域の実情に合わせ

て児童ホームの整備・拡充に努めます。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

児童ホームの整備・

拡充 
保育課 拡充 

      

子どもの遊び場・公

園の整備 

子育て支援課・

公園緑地課 
継続実施 

      

  

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

施設整備の検討 
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（３）ワークライフバランスの促進 

○働きながら子育てができるよう、育児休業や部分休業など、仕事と育児の両立支援のた

めの制度の一層の利用促進と普及・啓発を図るなど、就労環境づくりに努めます。 

○男女が共に子育てに参加し、喜びと責任を分かち合えるよう、男性の育児参加の意識を

高める取り組みを推進します。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

育児・介護休業法の

普及・啓発 
商工課 継続実施 

      

パパママクラスの充

実 
健康増進課 継続実施 

      

 

  

継続実施 

継続実施 
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第４章 成人・高齢者の保健福祉の推進 

 

１．健  康づくりの推進 

 

【施策の方向】 

（１）成人保健の推進 

○市民一人ひとりが健康について関心を持ち、意識を高めていけるよう、効果的な情報提

供体制の充実を図るとともに、気軽に健康教育や健康相談が受けられる体制づくりに取

り組みます。 

○生活習慣病の予防を目的として、医療保険者が実施する特定健康診査・特定保健指導の

受診率の向上を図ります。 

○成人の死亡原因として高い割合を占めているがんを早期に発見するため、がん検診につ

いて、予約制の導入等受診しやすい環境を整え利便性を向上することにより、受診率の

向上を図ります。 

○豊かな食生活を維持するために８０２０運動を推進し、歯や口腔内の健康に対する知識

の普及を行います。 

○ソーシャルキャピタル＊の向上を図り、地域の人々が健康に対する意識を高めて、健康

づくりに取り組めるよう支援します。 

  ＊ソーシャルキャピタルとは「人と人のつながり力」を表すものです。 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

健康づくり意識の普

及・啓発 
健康増進課 

オンライン

形式の実施

検討 

      

がん検診等の健康増

進事業の充実 
健康増進課 継続実施 

      

特定健康診査・特定

保健指導の充実 
保険年金課 継続実施 

      

人間ドック助成事業

の実施 
保険年金課 継続実施 

      

健康教育・健康相談

の充実 
健康増進課 

オンライン

形式の実施

検討 

      

８０２０運動の推進 健康増進課 継続実施 
      

成人歯科検診事業の

充実 
健康増進課 継続実施 

      

成人のスポーツ機会

の充実 
スポーツ振興課 継続実施 

      
継続実施 

オンライン形式の実施検討 

継続実施 

オンライン形式の実施検討 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 



62 

（２）積極的な健康づくり 

○健康づくりは市民一人ひとりの自助努力が重要であるため、自助に寄与する市民ボラン

ティア主体の健康づくり活動を支援します。 

○健康寿命＊の延伸を目指すとともに、運動習慣の定着化を図り、生涯にわたってスポー

ツに親しめる環境づくりを行い、それぞれのライフステージに応じた健康づくり事業や

スポーツ活動の推進に努めます。 

＊健康寿命とは、健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活される期間のことです。

平成28（2016）年に国で示した健康寿命は、男72.14歳、女74.79歳です。 

○生活習慣病や骨粗しょう症を予防するために、食生活や運動習慣に関する正しい知識の

普及を進めます。 

○こころの病気についての正しい知識を普及するとともに、予防及び早期治療に結びつけ

るために相談事業の充実を図ります。 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

健康ぼらんてぃあ事

業の推進 
健康増進課 継続実施 

      

スポーツ推進委員活

動事業 
スポーツ振興課 継続実施 

      

各種大会教室等の開

催 
スポーツ振興課 継続実施 

      

スポーツ団体の育成

支援・応援 
スポーツ振興課 継続実施 

      

（３）介護予防・地域リハビリテーションの推進 

○すべての高齢者を対象に、介護予防に関する知識の普及・啓発を図り、一人ひとりが日

常的に介護予防に取り組めるプログラム等を提供するなど、介護予防の充実に努めます。 

 ○要介護状態等となる可能性の高い65歳以上の人を対象に、介護予防事業を実施し、生活

機能の低下の予防・改善を図ります。 

○できる限り自宅で生活し続けられるよう、医療と介護が連携することで効果的な介護予

防やリハビリテーションを提供します。 

○地域の支え合いにより、高齢者の介護予防活動を推進するため、地域の居場所の立上げ

を支援する補助事業を創設します。【再掲】 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

介護支援ボランティ

ア制度の充実 
介護保険課 拡充 

      

地域包括支援センタ

ーの運営 
介護保険課 継続実施 

      

在宅医療・介護連携

の推進 

健康増進課・ 

介護保険課 
継続実施 

      

地域介護予防活動支援

事業（高齢者居場所づく

り事業補助金）【再掲】 

介護保険課 新規 

      

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

拡充 継続実施 

継続実施 

継続実施 

構築 実施 
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２．生  きがいづくりの推進 

 

【施策の方向】 

（１）社会参加・生きがいづくりの推進 

○団塊世代の高齢化に伴い、地域には健康で活力があり積極的な元気高齢者が増えること

が期待されることから、高齢者が地域の中で役割を持って暮らせるよう就労機会の拡充

を図るとともに、高齢者の生きがいが地域社会での社会貢献活動につながるよう、より

実践的な生涯学習、スポーツ、世代間交流、ボランティア活動などを支援していきます。 

○高齢者の生きがいづくり、社会参加や世代を超えた交流の機会を提供するための拠点と

して、赤坂ふれあいセンターを運営し、活動を支援します。 

○高齢者クラブの活動が、会員相互の親睦を深めあうことや、自らの教養・健康の増進を

図るだけでなく、地域における社会的活動を果たせるよう支援します。 

○ひとりでも多くの高齢者が社会参加できるよう、各種スポーツ・レクリエーション活動

を推進します。また、生涯大学院及び各種学級・講座などの充実を図り、社会参加に意

欲ある人材が、学習の成果を生かせる仕組みづくりを推進します。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

高齢者クラブ活動の

活性化 
高齢者福祉課 継続実施 

      

生涯大学院等高齢者

教育事業の充実 
生涯学習課 

カリキュラ

ムの充実 
      

高齢者のスポーツ活

動の推進 
スポーツ振興課 継続実施 

      

赤坂ふれあいセンタ

ーの充実 
高齢者福祉課 継続実施 

      

コミュニティづくり

推進事業の充実 
社会福祉協議会 継続実施 

      

介護支援ボランティ

ア制度の充実【再掲】 
介護保険課 拡充 

      

シルバー人材センタ

ーの充実 
高齢者福祉課 継続実施 

      

高齢者に配慮した雇

用制度導入の促進 
商工課 継続実施 

      

  

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

カリキュラムの充実 

拡充 継続実施 
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３．住  み慣れた場で生活を続けられる環境づくり 

 

【施策の方向】 

（１）介護サービスの充実と地域包括ケアシステムの構築 

○介護サービス利用者の選択肢を広げるため、サービス提供事業者の新規参入や業務拡大

を働きかけます。 

○高齢者が可能な限り在宅で生活し続けられるよう、医師会等の医療関係団体と連携を強

化し、介護サービスと医療サービスを継続的・一体的に提供できる体制の構築を図りま

す。【再掲】 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

介護サービスの充実 
介護保険課・ 

高齢者福祉課 
継続実施 

      

医療・保健・介護の

連携強化【再掲】 

保険年金課・ 

健康増進課・ 

介護保険課 

充実 
      

地域ケア会議、地域

ケア推進会議の実施

【再掲】 

介護保険課 充実 
      

 

◇その他関連事業 

○在宅医療・介護連携の推進【再掲】（健康増進課・介護保険課） 

 

（２）認知症高齢者への包括的な支援 

○認知症に関する正しい知識を普及し、地域全体で見守り活動や早期発見等の対応を行う

など、認知症になっても住みなれた地域で生活ができるよう、認知症地域支援推進員を

配置するなど、支援体制の充実を図ります。 

○かかりつけ医と地域包括支援センターの連携を強化し、認知症の予防や早期発見、早期

対応など、適切な対応を行います。 

○認知症に関する正しい知識と理解に基づく家族への適切な支援として、認知症に関する

知識を習得し、また、家族介護者同士で交流を持つ機会を創出するなど、本人だけでな

く、家族に対しての支援も行います。 

○医療と介護の専門職による「認知症初期集中支援チーム」が、認知症専門医の助言の下、

認知症の疑いのある方や認知症患者、その家族を訪問し、必要な医療や介護の導入・調

整や家族支援などの初期支援を包括的かつ集中的に行い、自立生活のサポートを行いま

す。 

 

  

継続実施 

拡充 

検討 開始予定 
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◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

認知症地域支援推進

員の配置 
介護保険課 拡充 

      

徘徊高齢者位置情報

提供事業・ＳＯＳネ

ットワーク事業の充

実 

高齢者福祉課 継続実施 

      

認知症の早期発見・

診断・対応の充実 
介護保険課 継続実施 

      

認知症サポーターの

養成 
介護保険課 継続実施 

      

家族介護者の支援の

充実 
介護保険課 継続実施 

      

 

（３）生活支援の充実 

○ひとり暮らしや高齢者のみの世帯に対し、在宅生活を支援し安否確認等を行うため、配

食サービスや緊急通報装置の設置などの福祉サービスの充実を図ります。 

○閉じこもり防止のため、地域での交流活動や機能訓練事業の充実を図ります。 

○高齢者の生活支援サービス提供にあたっては、事業所や市民などの多様な提供主体を活

用することが求められるため、地域資源をコーディネートする人材の育成を図ります。

【再掲】 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

高齢者の生活支援サ

ービスの充実・強化 

介護保険課・ 

高齢者福祉課 
継続実施 

      

生活支援コーディネ

ーターの配置【再掲】 
介護保険課 拡充 

      

高齢者の生活支援や

介護予防を担う人材

の育成【再掲】 

高齢者福祉課・

介護保険課 
継続実施 

      

 

◇その他関連事業 

○地域コミュニティづくり推進事業の充実【再掲】（社会福祉協議会） 

○介護予防・日常生活支援総合事業の充実【再掲】（介護保険課） 

  

継続実施 

継続実施 

推進員の配置完了 

継続実施 

継続実施 

拡充 

継続実施 

継続実施 

継続実施 
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第５章 障がいのある人の保健福祉の推進 

 

１．豊  かな生活を支える福祉の充実 

 

【施策の方向】 

（１）地域生活の支援体制の整備 

○関係機関が連携し、障がいのある人や子ども一人ひとりのライフステージに応じて、適

切で一貫した支援の充実を図ります。 

○当事者グループや家族会などの自主的な活動を支援し、活動の活性化を図ります。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

障がいのある人や子

どものライフステー

ジに応じた相談支援

体制の充実 

障がい者福祉

課・健康増進課・

教育指導課 

継続実施 

      

家族会などの活動支

援 
障がい者福祉課 継続実施 

      

福祉サービスの利用

計画の作成 
障がい者福祉課 継続実施 

      

ピアサポーターの養

成 
社会福祉協議会 継続実施 

      

 

（２）福祉サービスの充実 

○地域で自立した生活を続けるために、訪問系サービスや日中活動系サービス等の在宅サ

ービスの質の向上及び量の拡充に努めます。 

○障がいのある人が地域で自立して暮らしていけるよう、グループホーム（共同生活援助）

の整備を進め、その運営を支援します。 

○本人の意思を尊重し、地域において自分らしく暮らせるよう支援を充実させ、地域での

生活が困難になったときは安心して入所できるよう、施設の確保に努めます。 

  

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 
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◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

ほっとすまいるセン

ター（障がい者相談

センター）、地域活動

支援センターの充実 

障がい者福祉課 継続実施 

      

障害者グループホー

ム等運営費補助、グ

ループホーム等家賃

助成の実施 

障がい者福祉課 継続実施 

      

障害福祉サービス等

の充実 
障がい者福祉課 継続実施 

      

社会福祉施設の整

備・充実 
障がい者福祉課 継続実施 

      

日常生活自立支援事

業の充実【再掲】 
社会福祉協議会 継続実施       

 

  

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 
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２．安  心して暮らせる保健・医療の充実 

 

【施策の方向】 

（１）早期発見・早期療育の推進 

○障がいや障がいを伴う疾病がわかった子どもに対し、早期に適切な治療・療育が行える

よう、医療機関などとの連携を強化します。 

○発育についての不安や悩みを気軽に相談でき、継続的な指導・支援が行える体制の充実

を図ります。 

○生活習慣病の予防や障がいの早期発見・早期治療や、早期からの療育ができるよう、各

種健康診査、検診等の充実を図るとともに、診査結果に基づく適切な指導を行います。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

母子保健事業の充実 健康増進課 継続実施 
      

療育相談の充実 
健康増進課・ 

障がい者福祉課 
継続実施 

      

医療的ケア児等支援

協議の場の設置 
障がい者福祉課 継続実施 

      

訪問歯科診療の充実 健康増進課 継続実施 
      

訪問指導の充実 健康増進課 継続実施 
      

 

◇その他関連事業 

○健康診査（乳児・１歳６ヶ月児・３歳児・５歳児）の充実【再掲】（健康増進課・障が 

い者福祉課） 

 

  

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 
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（２）保健医療体制の充実 

○機能回復・機能低下防止のため、関係機関が連携・協力し、総合的なリハビリテーショ

ンを進めます。 

○医療機関・保健所等と連携し、身体障がい・知的障がい・精神障がい・難病疾患など、さ

まざまな障がい・病気に対する相談・支援体制の充実を図ります。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

言語指導・機能訓練

の充実 
障がい者福祉課 継続実施 

      

子ども児健全発達支

援会議の充実 
健康増進課 継続実施 

      

こども発達支援セン

ターの充実 
障がい者福祉課 継続実施 

      

 

◇その他関連事業 

○こども発達支援センターの充実【再掲】（障がい者福祉課） 

  

継続実施 

継続実施 

継続実施 
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３．個  性と可能性を伸ばす保育・教育・生涯学習の充実 

 

【施策の方向】 

（１）障がいのある子どもの保育の充実 

○障がいのある子どもが地域の保育園や幼稚園に通園できるよう、障がい児保育の充実を

図るとともに、職員等の資質向上を図るため、支援体制の充実を図ります。 

○園児や保護者が、障がいの理解を深められるよう支援し、地域の中で共に育つ環境づく

りを進めます。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

障がい児保育の充実 保育課 継続実施 
      

 

◇その他関連事業 

○保育所等訪問支援の実施【再掲】（障がい者福祉課・健康増進課） 

 

（２）学校教育の充実 

○関係機関と連携し、障がいのある子どもへの適切な就学支援と一貫した相談支援体制を

推進します。 

○障がいのある子どもが、一人ひとりの障がいに応じた教育を受けられるよう、特別支援

教育支援員や養護補助員の配置など、指導体制の充実、教職員の資質向上を図ります。 

○義務教育修了後に希望した進路を見出せるよう、進路指導の充実を図ります。 

○福祉教育の充実を図り、障がいのある子どもが共に学び・遊ぶ環境を学校から地域へ広

げます。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

特別支援教育の充実 教育指導課 継続実施       

 

  

継続実施 

継続実施 
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（３）就労支援及び生涯学習・スポーツ・レクリエーションの振興 

○障がいのある人が経済的に自立した生活を送ることができるよう、障害者就業・生活支

援センター等と連携し、障がいのある人の雇用の職域等の拡大や就労定着に向けた制度

の利用促進を働きかけます。 

○障がいのある人の文化・芸術活動の機会拡大に努めるとともに、障がいのある人もない

人も一緒に参加できる活動機会の創出や、活動の発表の場の確保に努めます。 

○障がいのある人の健康増進・社会参加を進めるため、スポーツやレクリエーション活動

の充実を図ります。 

 

◇主要事業 

事業名 担当課 方向性 
期 間 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 

障がいのある人の

就労促進 

商工課・障がい

者福祉課 
継続実施 

      

障害者雇用率制度

を柱とした施策の

推進 

商工課・人事課 継続実施 
      

チャレンジドオフ

ィスなりたの運営 
障がい者福祉課 継続実施 

      

生涯学習への支援 
生涯学習課・公

民館・図書館 
継続実施 

      

スポーツを通じた

共生社会の実現 

障 が い 者 福 祉

課・スポーツ振

興課 

充実 
      

スポーツ・レクリエ

ーションの振興 
スポーツ振興課 継続実施 

      

 

 

  

充実 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 
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第４部 計画の推進に向けて 

 

第１章 計画の推進 

 

１． 計画の推進 

 

 計画を実施していくにあたっては、進行管理を含めた推進体制を整える必要があります。

このため、本市ではPDCAサイクルの考え方に基づき、年度ごとに計画の達成状況を点検・

把握し、評価を行うとともに、「成田市保健福祉審議会」に対し報告を行い、意見等を求め必

要な対策を講じることで、計画の着実な推進を図ります。 

庁内においては、今後、本計画の実現に向けて、子どもから高齢者に至るまで、ライフス

テージに応じてきめ細やかな保健福祉サービスを総合的・一体的に提供できるよう、庁内の

福祉・保健・教育・商工・都市計画など関係する部課の連携をより一層強化しながら、施策の

推進を図ります。そのための第一歩として、庁内で連絡調整を行い、体制の構築に努めてま

いります。 

また、計画の中間年度に当たる令和５年度に、取り組みの進捗や目標の達成状況を評価し、

他の関連計画との整合を図りながら必要な見直しを実施することで、計画の確実に推進して

まいります。 

 

  

計画 
Plan 

実行 
Do 

見直し 
Action 

点検 
Check 

指標や取り組み 
内容の決定 

取り組み内容や 
施策の見直し 

取り組み状況のチェック 
指標の達成状況の評価 

計画に基づく 
取り組みの実施 
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２． 行財政の効率的運用 

 

本計画の期間は令和３年度から令和８年度までの６か年ですが、この間に、市民ニーズ 

の変化、人口や社会経済情勢の変動が予想されます。 

そのため、今後多様化、複雑化する福祉ニーズに的確に対応していくため、行政改革に積

極的に取り組みながら、より効率的・効果的な事業展開を図ります。具体的には、事業にお

ける費用対効果について毎年度検証してまいります。 

また、子ども・子育て支援新制度、介護保険制度や障害者総合支援制度、医療保険、各種年

金等の社会保障制度の見直しなど、国の動向を見極めながら計画を着実に推進していくとと

もに、財源措置について国や県の補助制度の改善を働きかけていくものとします。 

 

第２章 市民・行政等の役割分担 

限りある地域資源、マンパワー、財源を有効に活用し、保健福祉施策を推進していくため

には、市民・地域社会・関係団体・事業者・行政等が、お互いに連携し、それぞれの役割を果

たしながら一体となり、総合的・長期的な視点から取り組んでいくことが必要です。 

成田市では、そうした各主体がそれぞれの役割を果たすことにより、「自助」、「互助」、「共助」、

「公助」による重層的な保健・福祉の推進体制を構築し、基本理念の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

自助 
市民一人ひとり、家庭 

互助・共助 
地域の組織・団体 

団体等 

地域社会 
公助 

成田市 

・家庭機能の維持 

・地域への積極的な参加 

・保健福祉施策

の推進 

・地域社会の連

帯条件整備 

等 企業 

・社会参加、世

代間交流の

形成 等 

・自主的な地域

福祉活動 等 

 ・地域貢献 等 
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１． 市民、家庭に期待される役割 

市民一人ひとりが健康づくりや福祉に対する認識を新たにし、生涯をいきいきと豊かに送

ることができるよう、自らのライフプランを考えることが大切です。 

生涯を通じて自らの健康に関心を持ち、その保持・増進に努め、あわせて趣味や学習、社会

参加等の活動を通じて自己実現を図るなど、主体的・積極的に人生を送ることが望まれてい

ます。 

また、自らの地域を知り、地域で起こっているさまざまな問題の解決策を話し合い、地域

福祉の担い手として声かけやあいさつ、見守りなど日常的な近隣同士の交流を行い、地域の

行事やボランティア活動等に積極的に参加していくことが求められています。 

とりわけ高齢者は豊富な経験や技能等を生かし、積極的に地域社会とのつながりを広げ、

その持てる能力を還元することが期待されています。そのためにも、自治会や町内会の組織

率の向上を図り、ボランティア活動等の参加、推進を図るため、広報活動を積極的に実施し

てまいります 

一方、家庭は社会を構成する最小単位であり、親子のふれあいや家族の団らん等を通して、

基本的なしつけや社会規範を身につけるところであり、人間形成が行われる最初の場です。

しかしながら、近年、核家族化や家庭観の変化等により、家庭機能・環境は大きく変化して

きています。 

このようなことから、その原点に立ち返り、家族のみんなが楽しく過ごし、お互いに成長

していく場として、また、子どもが成長する上での「心の居場所」としての役割が求められ

ています。 

 

２． 地域社会に期待される役割 

地域社会においては、環境美化、緑化、防災・防犯活動等に地域が一体となって取り組む

ことが求められています。また、精神的、文化的な豊かさの向上につながる社会参加、世代

間交流、地域文化の形成等の機能を担うことも望まれています。 

さらには、ひとり暮らしの高齢者や高齢者夫婦世帯の増加、核家族化に伴い、地域社会に

おける各家庭の相互扶助の重要性はますます高まるものと見込まれ、市民あるいは家族同士

の交際からボランティア活動等をはじめとする社会活動に至るまで、さまざまな連帯意識の

醸成を図り、心と心をつなぐ地域社会を形成していくことが求められています。 
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３． 団体等に期待される役割 

当事者団体や家族会などは、構成員全体の福祉の向上を目指し、自立した自主的な運営が

できるように努めるとともに、地域住民の理解を一層深めるための働きかけを行っていくこ

とが望まれています。 

社会福祉協議会は、地域福祉の推進役として、地域における福祉関係者や関係機関、団体

等と連携し、地域の連帯と支援の輪を広げていくという重要な役割を担っています。また、

各地区でのきめ細かい地域福祉活動を推進するため、地区社会福祉協議会が設置されており、

地域の実情に応じた活動を行うことが期待されています。 

福祉サービスの事業者は、利用者の自立支援、サービスの質の確保、事業内容やサービス

内容の情報提供、また、他のサービスとの連携等に取り組むことが求められています。また、

福祉施設等にあたっては、ボランティア体験やさまざまな人々との交流など福祉教育の場と

しての役割が求められるとともに、その機能を地域に開放することにより、地域福祉の拠点

となることが期待されています。 

ＮＰＯ法人は、自由な発想のもと、それぞれの得意分野を生かしながら、市民の多様なニ

ーズにきめ細かく、しかも迅速に応えることができ、今後の地域福祉を支える主体の一つと

して期待されています。 

 

４． 企業に期待される役割 

市民が安定した生活を営むためには、企業の健全な発展が不可欠となっています。育児休

業制度をはじめとする子育て支援の充実や、中高年齢者・障がいのある人へ働く場の提供を

行うことが求められています。 

また、新規参入・業務拡大が進む在宅サービス関連企業は、そのサービスの質と倫理観を

維持・向上するための自主的な取り組みが求められています。 

企業自らが地域社会の構成員であるという自覚のもとに、地域に貢献することも、今後の

企業の大きな役割の一つとして期待されています。 

 

５． 行政の役割 

行政は、市民の福祉の向上を目指して、広範囲にわたる保健福祉施策を総合的・一体的に

推進する責務があります。 

そのためには、各主体の役割分担を踏まえながら、地域社会の連帯の条件整備に努め、行

財政の効率的な運営と執行体制を整備するとともに、市民ニーズを的確に把握しながら、地

域の特性に応じたきめ細やかな施策を推進することが求められています。 

また、施策の形成過程も含めて、市民参加の機会の拡充に努めるとともに、市民生活に必

要な情報を的確に提供し、市民の参加と連帯に支えられた行政運営に努めていくことが求め

られています。 


